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取組ポイント集の作成目的・活用方法 ①
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本取組ポイント集は、市町村、中核機関、都道府県、そして地域連
携ネットワークに関わる関係者・専門職が、体制整備の「目指すべき
方向」を共有し、「今、具体的に何に取り組むべきか」を明確にするこ
とを目的に作成されました。

単に成年後見制度の利用を促すことや、後見人等の候補者を受任
調整することだけがゴールではありません。本人の意思を尊重し、地
域全体で「本人を支えるチーム」をつくり上げていく。そのための具体
的なアクションを2点に集約しています。

「チーム体制の構築」の
具体的なアクション

立場を超えて全員が同じ方向を見すえ、
足並みを揃えて動けるようにする

①共通認識の形成

「何のために、今何をすべきか」を、現場
の実務に即した具体的な取組ポイントと
して提示する。

②取組の明確化

活用のキーワードは「振り返り」
①市町村：体制整備の「主体」としての振り返り
中核機関設置済の市町村：現在の体制を振り返り、市町村内の体制整備に向けた方向性を再確認してください。特に運営を委託

している場合でも、市町村が主体的に関与し、中核機関と一緒に考えていくための対話ツールとして活用できます。

未整備の市町村：現時点の体制を振り返り、中核機関がないことで生じている課題（体制の限界等）を認識しましょう。将来的

にどのような体制を目指すべきか、具体的なイメージを持つために役立ててください。

②中核機関：コーディネート機能の「土台（権利擁護の相談支援機能）」を見つめ直す振り返り
地域連携ネットワークの「②形成支援機能」や「③自立支援機能」のコーディネートに難しさを感じている場合は、まず「①権
利擁護の相談支援機能」の体制を振り返ってください。

①の相談支援体制が十分に整っていないと、②（チームを作る）や③（チームを支える）の取組は円滑に進みません。本取組ポ
イント集に掲載された取組事例や国研修等のヒントを参考に、一次相談窓口や関係機関とどのように連携し、土台となる相談支
援体制を再構築すべきかを考えていくきっかけにしてください。
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活用のキーワードは「振り返り」
③一次相談窓口（地域包括支援センター、基幹相談支援センター等）：窓口間の「連携」を深める振り返り

中核機関との連携状況を振り返り、中核機関が「専門的な二次相談窓口」としてどのような視点でコーディネートを行っている

かを理解するために活用してください。

相談対応フローやアセスメント情報の共有など、一次相談の段階で何を整理しておくべきかを確認し、中核機関と共に「本人を

チームで支える」ための共通認識をつくるために役立ててください。

④都道府県・都道府県専門アドバイザー：支援を「後押し」するツールとしての振り返り
都道府県担当職員および都道府県専門アドバイザー（体制整備アドバイザーや権利擁護支援総合アドバイザー）、市町村からの
相談窓口の方々は、市町村・中核機関と一緒に現在の体制を振り返る際に本取組ポイント集を活用してください。

立場やアドバイザーの専門性や経験に関わらない「共通の視座」として活用いただくことで、専門職としての知見をより円滑に
市町村・中核機関へ伝えられるようになります。

市町村の体制状況に合わせた的確な助言や、個別支援の課題から体制の課題を見抜き、具体的な改善策を提案するためのサポー
トツールとして役立ててください。

地域連携ネットワークの強化には、市町村・中核機関をはじめとする関係機関が、
権利擁護支援を「チームによる支援」として捉える認識を深めることが不可欠です。
後見人等の選任前から選任後まで、本人の課題整理や支援方針の共有、役割分
担の確認を含めた「本人を支えるチーム体制の構築」という視点が、本取組ポイン
ト集の活用にあたっての最大のポイントになります。

取組ポイント集の作成目的・活用方法 ②



参考：取組状況調査を通じた「振り返り」
本取組ポイント集は、国が毎年実施する「成年後見制度利用促進に関する取組状況調査」と密接に連動しています。
ポイント集で提示している26の体制整備の取組（A～Z）は、調査の回答項目そのものであり、これらをセットで活用す
ることで、市町村や都道府県における地域連携ネットワークの強化を「共通認識」を持って取り組むことができます。
市町村・中核機関、そして都道府県の関係者には、以下の視点を持って本ポイント集と調査結果を活用いただきたいと
考えています。調査への回答（振り返り）を起点とし、本取組ポイント集を具体的な取組のヒントとすることで、全国どの地
域においても「本人を支えるチーム」が機能する体制整備を、共に進めていきましょう。

市町村・中核機関
①調査回答を「市町村の体制を振り返る」機会に、そして点検から改善へ（PDCAサイクル）
毎年の取組状況調査への回答は、単なる事務的な報告ではありません。回答の際、本取組ポイント集を参照して、市町村の現在

の立ち位置を「振り返る」機会としてください。

調査項目に回答しながら取組ポイントを参照することで、「今、地域に足りない体制は何か」「次に取り組むべき具体的な一歩

は何か」を見つけ出すことができ、PDCAサイクルを回していくきっかけになります。

②中核機関未整備の市町村こそ
現時点で中核機関が未整備であっても、調査と取組ポイント集を照らし合わせることで、将来的にどのような体制を目指すべき

か、その設計図とスケジュールを描くためのイメージが持てる「共通の視座」を得ることが可能になります。

都道府県
①体制整備の実態把握を、共通の対話の基盤にする
都道府県にとっては、市町村からの調査回答がそのまま「市町村の状況を把握し、体制整備を検討するための情報」となります。

本取組ポイント集という「共通の言語」に基づく回答を把握することで、都道府県が独自にアンケートを行う負担を軽減しつつ、

中核機関未整備の市町村も含めた網羅的な現状把握が可能になります。

③都道府県専門アドバイザーや市町村からの相談窓口との円滑な連携
把握した体制整備の状況を、都道府県専門アドバイザーや市町村の相談窓口と共有してください。どの市町村にどのような支援

が必要か、「共通認識」を持って「後方支援」を行うための「共通の道標」として、本ポイント集を役立ててください。 5

取組ポイント集の活用ステップ① （体制の状況を点検する）
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Plan 計画 Do 取組

Check 点検Act 改善
中核機関

図：「共通認識の形成」と「取組の明確化」のためのPDCAサイクル
中核機関によるPDCAサイクルの促進が機能強化につながります

今すぐできる♪

「○（体制あり）」をつけてみましょう



本人および関係者が成年後見制度（任意後見制度を含む、以下制度と略）を理解できるような周知・広報体制A
広報・周知

相談環境整備
本人および関係者が制度以外の権利擁護支援の仕組みを理解できるような周知・広報体制B
制度の相談窓口が本人および関係者に示され、相談しやすい環境が整っている体制C
本人の関係者が日常的に本人の状態や生活状況等を把握できる体制D本人等からの

相談対応・
制度説明

本人の関係者が本人の課題を把握した際に、各種相談支援機関へつなぐことができる体制E
各種相談支援機関が、地域連携ネットワークの関係機関（以下関係機関と略）と連携して相談対応できる体制F
各種相談支援機関が、本人の意思・価値観・判断能力・生活状況等の情報を把握できる体制G

権利擁護支援
ニーズの精査
と必要な支援
へのつなぎ

必要に応じて関係機関や専門職がケース会議等に参加し、情報共有と権利擁護支援ニーズの整理・検討を行える体制Ｈ
制度利用が必要と判断された場合に、本人を制度につなぐ支援が行える体制I
制度利用が不要と判断された場合にも、本人の見守り体制の構築や他支援へのつなぎが行える体制J
本人の判断能力や支援状況の変化に応じて、課題を整理しやすい体制K

権利擁護支援
方針の検討

本人の意思決定支援と保護の観点から制度の利用適否や他支援へのつなぎ直しを検討する体制L
支援方針検討前に、制度の内容等を本人に事前に説明できる体制M
支援方針検討前に、本人の意向を確認する機会を設けられる体制N
本人の意向や状態、親族関係等を踏まえて、市町村長申立ても含めた申立人の調整が行える体制O適切な申し立

ての調整 診断書や本人情報シートなど必要書類の収集や申立書に記載する情報の整理等を関係機関で役割分担できる体制P
支援方針に基づいて、課題や役割、後見類型、代理・同意行為、財産状況等の整理を行う体制Q

権利擁護支援
を行うことが
できる体制の

整備支援

本人が抱える課題解決後の後見人等交代の方向性を検討する体制R
地域の担い手（専門職後見、市民後見、法人後見等）の状況を踏まえて受任調整が検討できる体制S
関係機関が、後見人等選任までの一時的な支援を分担できる体制T
本人と後見人等候補者が、必要な場合に面談できる体制U
後見人等が加わった支援チームが、申立て後に支援方針や役割を共有できる体制V

支援チームの
開始支援

制度利用開始時に、支援チームのモニタリング時期を設定できる体制W
制度利用開始時に、支援チームのバックアップ支援の要否を検討できる体制X
後見人等や関係者が支援に関する相談や助言を受けられる体制Y支援チーム

開始後の必要
に応じた支援 支援チームの自立状況を定期的に確認し、支援の終結や再支援を判断できる体制Z

相
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体制あり
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中核機関や相談窓口の設置状況に関係なく、
市町村の現状に当てはまる項目に○を付けて
ください。

過去に事例が発生していなくても構いません。
記入時点で、事例が発生した場合に
対応できる仕組み・準備があるかを基準に
選択してください。

本項目は毎年の取組状況調査と同じ項目
です（市町村回答済）。○を付けた後、
皆さまの回答と市町村回答を比較すると
効果的です。差がある項目は、認識合わせ
や改善のヒントになります。

本チェック項目は、「第二期成年後
見制度利用促進基本計画」に
沿って作成しています。

相談支援機能の詳細は、
国研修「基礎研修」の動画・資料
で学ぶことができます。

形成・自立支援機能の詳細は、
国研修「応用研修」の動画・資料
で学ぶことができます。

国研修の動画・資料は
こちらからご覧いただけます。
ポータル「成年後見はやわかり」研修ページ：
https://guardianship.mhlw.go.jp/munic i
pal i ty/training/

※閲覧には市町村配布のID・PWが必要
不明時は市町村担当者またはお問い合わせ
フォームへ：
https://guardianship.mhlw.go.jp/contac
t-non/

チェック上の留意点
と

情報提供
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Plan 計画 Do 取組

Check 点検Act 改善
中核機関

図：「共通認識の形成」と「取組の明確化」のためのPDCAサイクル
取組ポイントの確認で、次の一手（今何をすべきか）が見えてきます

今すぐできる♪

A～Zの取組ポイントは、3つの機能ごとに整理しています。
はじめに機能の概要で体制の全体像を確認してから、
その後、取組ポイントを見ていくのがおすすめです。

取組ポイント集の活用ステップ② （整備のヒントを見つける）

権利擁護の相談支援機能の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・P11-14

権利擁護の相談支援機能の強化に向けた取組ポイント 目次

P15本人および関係者が成年後見制度（任意後見制度を含む、以下制度と略）を理解できるような周知・広報体制A
広報・周知
相談環境

整備
P16本人および関係者が制度以外の権利擁護支援の仕組みを理解できるような周知・広報体制B

P17制度の相談窓口が本人および関係者に示され、相談しやすい環境が整っている体制C

P18本人の関係者が日常的に本人の状態や生活状況等を把握できる体制D
本人等から

の
相談対応・
制度説明

P21本人の関係者が本人の課題を把握した際に、各種相談支援機関へつなぐことができる体制E

P23各種相談支援機関が、地域連携ネットワークの関係機関（以下関係機関と略）と連携して相談対応できる体制F

P25各種相談支援機関が、本人の意思・価値観・判断能力・生活状況等の情報を把握できる体制G
権利擁護

支援ニーズ
の精査と
必要な

支援への
つなぎ

P27必要に応じて関係機関や専門職がケース会議等に参加し、情報共有と権利擁護支援ニーズの整理・検討を行える体制Ｈ

P31制度利用が必要と判断された場合に、本人を制度につなぐ支援が行える体制I

P33制度利用が不要と判断された場合にも、本人の見守り体制の構築や他支援へのつなぎが行える体制J

相談支援が整うと、その先の「チームづくり（形成支援）」や
「チームを支える取組（自立支援）」もスムーズに進めやすくなります。

10



権利擁護の相談支援機能
（成年後見制度の利用前の場面）A～J

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.12 図2-4引用・レイアウト修正

預金が引き出せない

医療機関
金融機関

民生委員、ボランティア

介護・福祉サービス事業者

本人

福祉関係者
（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

どうしていいか
分からない

何とかしなきゃ

成年後見と
言われた

家族、親族

重大な権利侵害の状態に
なってからの事後的対応

支援者にとって
都合のいいサービス選択

支援者のバーンアウト

• 成年後見制度の必要性に気
づけない

• 制度利用につなげない

メリットが実感できない

制度利用と制度への不満

制度利用前の生活との分断

本当に成年後見制度が必要なのか
どうかの精査がないままに行われ
る申立支援

重大な契約行為が
されていないかも

滞納？
消費者被害？

預金が引き出せない

医療機関
金融機関

民生委員、ボランティア

介護・福祉サービス事業者

本人

福祉関係者
（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

成年後見と
言われた

家族、親族

重大な契約行為が
されていないかも

滞納？
消費者被害？

相
談

必要に応じて
専門的助言

これは成年後見制度の活
用が必要なのかも

成年後見制度以外の対応が
適切に判断された場合も、
必要な支援の検討を続ける

既存の仕組みを使いながら
相談を受け、検討する

総合相談の窓口と連動した権利擁護支援のニーズキャッチ

権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断

必要な支援ニーズを見落とさず
適切な成年後見制度の

活用へ進むことができる

現状 目指すべき姿

11

権利擁護支援の方針についての
検討・専門的判断

12

権利擁護の相談支援機能
（成年後見制度の利用前の場面）A～J 体制整備の必要性

上記の図は、現状と目指すべき姿の比較から、本人が地域で安心して自分らしく暮らすために、中核機関や地域の関係
機関がどのように連携し、権利擁護支援（成年後見制度を含む）を進めていくべきかのイメージを示したものです。

取組ポイント
① 相談の入り口と地域の見守り体制

まず、支援の始まりは地域の日常の中にあります。家族や民生委員、金融機関などの地域の関係者が、本人の異変や生活状況を日常的に把握
できる体制（D）が基盤となります。そこで「預金が引き出せない」「滞納がある」といった課題に気づいた際、速やかに地域の相談支援機関（地
域包括、社協など）へつなぐことができる体制（E）が重要です。
これらの相談窓口は、本人や周囲にとって「どこに相談すればいいか」が明確で、相談しやすい環境が整っている体制（C）である必要があります。
そのためには、成年後見制度そのものへの理解（A）だけでなく、それ以外の権利擁護支援の仕組みについても、周知・広報体制（B）を通じて
地域全体で共有しておくことが欠かせません。

② チームによるアセスメントと専門的判断

相談を受けた窓口や中核機関は、単に「申立ありき」で動くのではありません。地域の様々な相談支援機関が連携して対応できる体制（F）のも
と、本人の意思・価値観、判断能力、そして実際の生活状況などの情報を丁寧に把握できる体制（G）を構築し、アセスメントを行います。
このプロセスでは、必要に応じて弁護士や司法書士などの専門職がケース会議等に参加し、多角的な視点から権利擁護支援ニーズの整理・検討
を行える体制（H）が中心的な役割を果たします。

③ 適切な支援の選択と継続的な関わり

アセスメントの結果、方針が決定されます。
成年後見制度の利用が適切と判断された場合：本人の意向を踏まえつつ、制度へつなぐ支援が行える体制（I）によって手続きが進められます。
成年後見制度以外の対応が適切と判断された場合：制度を使わないからといって支援を終えるのではなく、日常生活自立支援事業の活用や

見守り体制の構築、他の支援へのつなぎを継続的に行える体制（J）が求められます。

体制整備不備によるリスク

気づきの遅れは深刻な権利侵害後の事後対応を招き、支援者の疲弊や本人不在の便宜的なサービス選択が行われるリスクが地域に生じます。
代替手段の精査がない安易な申立は、生活の分断を生み、メリットを実感できない本人の不満や制度利用への不信感を招く原因となります。



権利擁護の相談支援機能
（成年後見制度の利用前の場面）A～J

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.12 図2-4引用・レイアウト修正

権利擁護支援の方針についての
検討・専門的判断

地域の関係者
（家族、民生委員、自治
会、医療機関、金融機

関等）

地域の相談支援機関
（地域包括、障害相談支援事業

所、生活困窮窓口、福祉事務所、
社協など）

弁護士、司法書士
社会福祉士等、

司法・福祉の専門職

成年後見人等
親族後見人
市民後見人

専門職後見人
法人後見実施団体

家庭
裁判所市町村

発見・気付き

ケース会議
他の支援策の検討

（日常生活自立支援事業、見守り、
モニタリング、他）

「権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断」
権利擁護に関する支援の必要性の検討
適切な支援内容の検討

※ 任意後見契約の場合には任意後見
監督人選任の申立を促す

チームの
編成

成年後見制度の利用が適切と判断された場合
※ 補助が想定される場合は本人の同意が必要だが、保佐、

後見類型が想定される 場合は、本人の意向も踏まえた
客観的な判断が求められる

成年後見制度以外の対応が
適切と判断された場合

※ 本人が成年後見制度の利用を希望せず
その判断が妥当と判断された場合等

相談支援
機関の合
議により、
明らかに
権利擁護
に関して
支援が不
要と判断
した事例
（介護保
険や障害
福祉サー
ビスの利
用など）

専門的助言

アセスメント
（相談支援機関における検討）

支援の必要性の検討、適切な支援内容の検討
本人の意思決定支援

相談受理

中核
機関

相談発見・
気づき

形
成
支
援
へ
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権利擁護の相談支援機能
（成年後見制度の利用前の場面）A～J チーム体制の調整

上記の図は、相談の受理から方針決定、そしてその後の支援に至るまでの具体的なプロセスと、中核機関が地域連携ネッ
トワークの中で取り組んでいる調整（コーディネート）の役割を示したものです。

取組ポイント
① 地域の「気づき」をチーム支援へつなげるコーディネート

支援の第一歩は、地域の関係者（家族、民生委員、金融機関等）による「発見・気付き」にあります。地域の相談支援機関（地域包括、社協
等）が相談を受理した際、中核機関はそれらの機関と密に連携し、個別の事案に応じた「支援チーム」を編成するコーディネートを行います。
中核機関がすべてを直接抱え込むのではなく、既存の相談支援体制を活かしながら、必要な関係者を結びつける役割を担います。

② 多職種連携による専門的アセスメントと合議の調整

アセスメントの過程では、中核機関が調整役となり、司法・福祉の専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士等）から「専門的助言」を受けられ
る体制を整えます。
「権利擁護支援の方針についての検討・専門的判断」は、中核機関単独で行うものではありません。相談支援機関や専門職が参加する「チーム
の合議」によって、本人の意思決定支援を柱に、客観的かつ多角的な視点から適切な支援内容を検討します。

③ 適切な支援の選択と継続的な関わり

検討の結果、方針は大きく二つに分かれますが、いずれの場合もネットワークによる関わりは続きます。
成年後見制度の利用が適切と判断された場合：本人の意向を尊重しつつ、家庭裁判所や後見人候補者との調整を行い、利用へとつなぎます。
成年後見制度以外の支援が必要と判断された場合：ここで支援を終了せず、中核機関のコーディネートのもと、ケース会議を通じて日常生活自立

支援事業や地域の見守り、モニタリングなどの「他の支援策」へと確実にバトンを渡します。

地域の「気づき」を起点に、相談支援機関（地域包括・社協等）が受理した事案について、中核機関が関係者を結び、家族・民生委員・金
融機関等を含む支援チームを機動的に編成できている状態です。中核機関は既存の相談体制を活かし、司法・福祉専門職の助言を得て合
議によるアセスメントを行い、客観的・多角的な視点で本人の意思決定支援を柱とした方針を定めます。
後見利用の可否にかかわらず、ケース会議で役割を更新し、家庭裁判所や候補者との調整、自立支援事業、見守り・モニタリング等へバトンを
渡し、支援を行います

目指す姿
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本人および関係者が成年後見制度（任意後見制度を含む）

を理解できるような周知・広報体制A
本人および関係者が成年後見制度や任意後見制度を正しく理解し、活用できるよう
な情報提供の仕組みを整えます。

取組ポイント
① 対象に合わせた情報発信
本人や家族、地域の関係者に情報が届きやすいように、メリッ
ト・デメリットを理解できる広報を対象別に取り組む。

② 任意後見制度の普及
判断能力があるうちから準備できる任意後見制度を含め、将来の
安心に向けたポジティブな広報を展開する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

必要な人に必要な制度や支援が行き届かないことや、
困難な状況（虐待や消費者被害、セルフ・ネグレクト等）
に陥ってから、やむを得ず制度を利用するといったこと
が増える可能性があります。
制度のメリット・デメリットの理解を地域に広めていく
体制がないために、早期の相談対応につながらず、
制度や支援が必要な人が見逃されてしまっているリス
クが地域に生じます。

本人や関係者が成年後見制度や任意後見制度を身
近な制度の一つとして選択肢にできる状態です。
単なる制度解説に留まらず、地域の相談窓口や関係
者が共通の理解を持ち、早期の相談対応につながる
ように広報体制を整え、本人の状況に適した情報提供
が、それぞれの業務で日常的に行われている体制が理
想です。

「成年後見はやわかり」ポータルサイト
には周知・広報に活用できる動画やパン
フレットひな型等が掲載されています。
確認して、活用を考えてみましょう。

今すぐできる！

ポータル「成年後見はやわかり」
ht tps: / /gua rd iansh ip .mh lw.go. jp/

実は見逃している 困難になる前に早期対応
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本人および関係者が制度以外の権利擁護支援の仕組
みを理解できるような周知・広報体制B

本人の意向や判断能力、生活状況に合わせ、成年後見制度以外の権利擁護支援の
仕組みを本人や関係者に周知する体制を整えます。

取組ポイント
① 意思決定支援の視点
本人が望む暮らしを続けるために、どのような支援が本人の生活
と意思決定を支えているのかという視点で広報を行う。

② 早期の不安解消
日常生活の困りごとを入り口に、制度利用に至る前の段階で活用
できる柔軟な支援策を周知し、早期の権利擁護支援につなげる。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

成年後見制度以外の選択肢が十分に知られていな
い場合、より軽微な支援で解決可能なケースでも、
安易に制度利用へ誘導される恐れがあります。
また、本人や関係者が制度のハードルを高く感じて相
談を諦め、必要な人に必要な制度や支援が行き届
かないリスクが地域に生じます。

本人の状況の変化に応じて、制度や支援を柔軟に組
み合わせたり、入れ替えたりできることが本人や関係者
に理解されている状態です。
地域全体で「制度か否か」の二択ではなく、本人の尊
厳と意思を尊重するための権利擁護支援の選択肢が
示されていることが理想です。

国研修「基礎研修」のオンデマンド動画
「関連諸制度」に、成年後見制度以外の
主な支援の詳細が紹介されているので、
確認してみましょう。

今すぐできる！

ポータル「成年後見はやわかり」研修ページ：
h t t p s : / / g u a r d i a n s h i p . m h l w . g o . j p / m u n i c i p a l i t y / t r a i n i n g /

必要な支援の未到達 二択を超える
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制度の相談窓口が本人および関係者に示され、相談
しやすい環境が整っている体制C

「どこに相談すればよいか」が本人や家族に示されており、心理的・物理的なハードルを感じることなく相談できる環境を
整備する体制です。

取組ポイント
① 相談窓口の整理
地域連携ネットワークの窓口機能として、中核機関だけでなく、
地域のあらゆる福祉窓口が連携し、適切に専門窓口へつなぐ
「入口」を整える。

② 周知方法の工夫
広報媒体の多様化や、わかりやすい文言の使用といった周知方法
を工夫する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

相談窓口が不明確な場合、本人や関係者は相談を
躊躇してしまいます。
その結果、権利侵害を見逃し、様々な課題が水面
下で進行し、発見時には深刻な状況に陥っていると
いう「後手の対応」が多くなるリスクが地域に生じます。

本人や関係者が地域のどこにいても必要な情報を
得られ、相談を受けた関係者が一次相談窓口の各
種相談支援機関や二次相談窓口の中核機関と連
携して、本人の権利を守る体制ができている状態です。
相談先が明確になることで、隠れたニーズを早期に
把握することにもつながります。

国研修「基礎研修」のライブ演習動画
「権利擁護支援の広報」に、市町村・中
核機関が行う広報のテクニックが紹介さ
れているので、確認してみましょう。

今すぐできる！

ポータル「成年後見はやわかり」研修ページ：
h t t p s : / / g u a r d i a n s h i p . m h l w . g o . j p / m u n i c i p a l i t y / t r a i n i n g /

支援開始の遅れ 相談先が見える
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本人の関係者が日常的に本人の状態や生活状況等を
把握できる体制D

日常生活の中で周囲の関係者や一次相談窓口の各種相談支援機関が、本人の変
化や生活課題を早期に察知し、見守りを行う体制です。

取組ポイント
① 見守りの視点共有
関係者や一次相談窓口が、どのような本人の変化や生活課題に着
目すべきか、見守りの視点を共有できるような機会（連絡会、研
修会、シート作成等）を設ける。

② 意思決定支援のための情報収集
日々の生活状況や本人のこだわりを把握しておくことは、本人の
意思を推認し尊重するために必要な情報となる。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

日常的な把握体制が不十分な場合、権利侵害に関
わる課題が表面化せず、事態が深刻化するまで放置
される恐れがあります。
発見が遅れることで、本人の意思を尊重した早期の
権利擁護の機会を逸し、危機的状況に陥ってから対
応することになるリスクが地域に生じます。

本人の関係者や一次相談窓口が、それぞれの日常活
動の中で「いつもと違う」という気づきを共有できている状
態です。
本人の生活の変化が速やかに把握されることで、大きな
トラブルになる前に適切な支援を検討でき、本人の意
思に基づいた安心・安全な生活が継続されている体制
が理想です。

国研修の演習シートを参照・活用して
相談受付体制を検討をしてみよう！

https://www.mhlw.go.jp/
content/000503061.pdf

今すぐできる！

危機対応の増加 違和感を共有
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本人の関係者が日常的に本人の状態や生活状況等を
把握できる体制D

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.14-15 より引用

試してみよう！

～「調査票」と「ガイドライン」の活用によるアセスメントの標準化～

ポイント
• 他自治体の優れたツールを積極的に自町仕様へ改良して取り入れている。
• これにより、小規模自治体であっても専門性の高いアセスメントを組織的に実施できる体制を

整えられていると考えている。

和歌山県 白浜町

• 地域包括支援センターのシステムとは別に、権利擁護支援に特化した「調査票（紀の川市版
を参考）」と、支援方針決定のための「ガイドライン（名古屋市版を参考）」を導入している。

取組内容

• この調査票を用いて情報の整理をすることで、
財産状況や生活歴、本人の意思・課題を１
枚の調査票に集約し、福祉の枠組みでは解
決できない課題を可視化している。

• 相談支援機関の担当者によって情報の精度
にバラつきが出るのを防ぎ、１回目の面談から
核心に触れる聞き取りやスムーズなアウトリー
チを行うことを目的としている。

該当する体制

FED
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本人の関係者が本人の課題を把握した際に、各種相
談支援機関へつなぐことができる体制E

日常的な見守りで気づいた本人の異変や課題を関係者が抱え込むことなく、適切な各種相談支援機関（一次相談窓口）
につなぐための「つなぎ」の仕組みを整備します。

取組ポイント
① 相談しやすい環境の整備
本人の周囲の関係者が、どのような異変が発生した場合に各種相
談窓口（地域包括支援センター、基幹相談支援センター等）に相談でき
るかを周知する。

② 情報の円滑な伝達
気づきを得た関係者が円滑に情報を伝えられるよう、関係者同士
で日頃から顔の見える関係を築き、相談のハードルを下げる。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

本人の異変に誰かが気づいていても、適切な「つなぎ
先」が分からなければ、その情報は現場で止まってしま
います。
その結果、必要な人に制度や支援が行き届かず、権
利侵害に至るリスクが地域に生じます。

本人の周囲の関係者が「何かおかしい」と感じたときに、
すぐに相談できる「入口」を分かっている状態です。
関係者からの小さな気づきが、各種相談支援機関
（一次相談窓口）へ速やかに共有され、必要に応じ
て二次相談窓口の中核機関が関わりながら、本人の意
思を尊重した早期の権利擁護支援が開始される体制
が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

支援の空白化 早期支援開始

～進行管理シートの開発によるアセスメントプロセスの可視化と標準化～

該当する体制

• 市内201カ所の一次相談窓口において、共通の「進行管理シート」を活用した統一的なア
セスメントを実施している。

• 単なる「判断能力の低下」の有無だけでなく、金銭管理・身上保護・法的課題の3点から本
人の重大な課題をチェックリスト形式で可視化し、支援方針を導き出す仕組みである。

取組内容

ポイント
• 中核機関がすべてのケースを直接持つのではなく、一次窓口に「課題整理の共通項目」認識

してもらうことで、組織全体の機動力を高めていることがポイントである。
• このシートがあることで、後続の専門職派遣や候補者調整会議においても、整理された情報

をもとに迅速な議論が可能となっている。

よこはま成年後見推進センター
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各種相談支援機関が、地域連携ネットワークの関係機
関と連携して相談対応できる体制F

高齢、障害、生活困窮など、分野ごとの相談支援機関が、それぞれの枠組みを超えて中核機関や法律・福祉専門職等の
関係機関と日常的につながり、多職種・多機関で協力して相談に対応する体制です。

取組ポイント
① 外部の専門職との連携
各種相談窓口や中核機関だけではなく、外部の法律・福祉専門職
とも連携できる地域連携ネットワークを整える。

② 支援チームの強化
相談を受けた各種相談支援機関が、必要時に中核機関や適切な関
係機関と支援チームを組めるような連携体制を構築する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

各種相談支援機関が個別に対応し、関係機関との
連携が不十分な場合、本人のニーズや課題を見落と
す恐れがあります。
外部の法律・福祉専門職の助言が得られる機会もな
く、必要な人に制度や支援が行き届かず、困難事例
化するリスクが地域に生じます。

各種相談支援機関と中核機関や関係機関が顔の見
える信頼関係で結ばれ、外部の法律・福祉専門職の
助言が得られる機会があり、困難な事例に対しても迅
速に支援チームが結成できる状態です。
本人の意思を尊重しつつ、必要な制度や支援につなぐ
連携ができる体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

困難事例化 顔の見える連携

～中核機関の一次相談窓口化と機動的なバックアップ体制～

該当する体制

• 中核機関（権利擁護センター）を地域包括支援センター等と同様に「一次相談窓口」と
位置づけ、相談の初期段階から直接介入できる体制をとっている。

• 病院や地域包括支援センター等から「制度利用の可能性がある」という前段階の相談を柔
軟に受け、早期のニーズ把握と支援の目詰まり解消を図っている。

取組内容

本
人
等
か
ら
の
相
談
対
応
・
制
度
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ポイント
• 中核機関が地域包括支援センター等からの相談を待つのではなく、地域の相談機関と「一

緒に悩む」スタンスを重視している。
• このことにより、現場職員が権利擁護支援を「特別なもの」「敷居が高いもの」として遠慮する

ことなく、中核機関の力を借りながら、自信を持って対応できる環境が整えられている。

春日井市高齢者・障がい者権利擁護センター

24
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各種相談支援機関が、本人の意思・価値観・判断能力・
生活状況等の情報を把握できる体制G

「現在の困りごと」の把握に留まらず、各種相談支援機関が本人の関係者とも連携しな
がら、本人の意思・価値観・判断能力・生活状況等の情報を把握する体制です。

取組ポイント
① 本人の状況変化への対応
各種相談支援機関が本人の状況変化を継続的に把握し、必要時に
中核機関や関係機関と連携できるような体制を整える。

② 意思決定支援のアセスメント
医学的な判断能力の判定だけでなく、本人の意思や価値観を把握
することが重要になるため、意思決定支援のアセスメントの視点
がもてるようにシートを活用する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

情報把握や意思決定支援が不十分な場合、支援
者が本人の意向を推測で判断することや、安全管理
を優先して本人のこだわりを軽視してしまうパターナリ
ズムに陥る可能性があります。
本人のこれまでの歩みや強み、大切にしている価値観
が共有されないまま制度利用が進むと、本人にとって
不本意な生活を強いるリスクが地域に生じます。

本人が言葉でうまく伝えられない場合でも、日頃から関
わりのある関係者が捉えた「しぐさ」や「表情」、「過去の
選好」などの豊かな情報が各種相談支援機関に集約
されている状態です。
これらの情報に基づき、どのような制度や支援が必要に
なっても「本人ならどう考えるか」という視点が中心に置
かれ、尊厳ある暮らしが支えられている体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

パターナリズム 本人視点が軸

～相談支援機関職員向けマニュアルや事例集と伴走支援による
窓口機能の継続性確保～

該当する体制権
利
擁
護
支
援
ニ
ー
ズ
の
精
査
と
必
要
な
支
援
へ
の
つ
な
ぎ

H I JG

ポイント
• ツール（ガイド）と人的支援（専門職派遣）を組み合わせることで、現場の心理的なハード

ルを下げている。
• 「困ったら中核機関が専門職をつないでくれる」という安心感こそが、一次窓口が自信を持って

初期相談にあたれる最大の要因となっていると考えている。

よこはま成年後見推進センター

• 相談支援機関の頻繁な人事異動を
見越し、業務手順や必要な情報を
網羅した「新任職員向けガイド」を整
備するとともに、詳細な「相談支援機
関向けマニュアル」を提供している。

• また、現場の目詰まりを解消するため、
判断に迷う事例には中核機関から弁
護士等の専門職を派遣する「専門職
派遣事業」を週２回実施している。

取組内容

26
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必要に応じて関係機関や専門職がケース会議等に参加し、
情報共有と権利擁護支援ニーズの整理・検討を行える体制H

本人の課題が複雑な場合や、制度や支援の必要性を多角的に検討する必要が
ある場合に、福祉や医療、法律等の関係機関や専門職が集まり、情報を持ち
寄って権利擁護支援ニーズの精査をする体制です。

取組ポイント
① 役割分担の明確化
ケース会議において、シート等を活用して、誰が、いつ、どのよ
うな役割を果たすかを共有し、本人を支えるチームの土台を作る。

② 中核機関による調整
必要に応じて弁護士、司法書士、社会福祉士等の外部の専門職を
会議に招き、専門的な助言を得ながら、本人の意思を尊重した支
援方針を検討できる体制を調整する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

本人の関係者や各種相談支援機関が個別に動いて
いると、情報が共有されず、本人のニーズや課題を見
落とし、成年後見制度以外の支援の必要性を見逃
す可能性があります。
制度を利用する以前に、早急に対応しなくてはならな
い課題への対応が遅れるリスクが地域に生じます。

本人の関係者や各種相談支援機関が、中核機関や
関係機関と連携して、本人のニーズと課題に基づき、権
利擁護支援ニーズを精査して必要な制度や支援を整
理・検討ができる状態です。
ケース会議等の内容に専門的な判断が加わり、本人の
意思決定支援と権利侵害の回復支援の両面から検討
できる体制が理想です。

国研修の演習シートを参照・活用して
課題整理と検討をしてみよう！

https://www.mhlw.go.jp/
content/000503061.pdf

今すぐできる！

早急課題後回し 二択を超える

28
成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.16-17 より引用

試してみよう！
必要に応じて関係機関や専門職がケース会議等に参加し、
情報共有と権利擁護支援ニーズの整理・検討を行える体制H



宮崎県 延岡市・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町
延岡・西臼杵権利擁護センター
～「成年後見制度（法定）申立てマニュアル（延岡版・西臼杵版）」の作成～

ポイント
• 事務手続や費用だけでなく、「一次窓口と二次窓口（中核機関）の役割分担」を明文化

したことで、人事異動の多い町村部においても専門性を組織的に維持し、円滑な業務承継
を可能にする教育ツールとしても有効に機能している。

• 一次相談窓口（地域包括支援センター、行政等）
が、制度の必要性判断から申立て前までに必要な相
談対応を適切に行えるよう、実務の指針となる「延岡
版・西臼杵版申立マニュアル」を作成・運用している。

• 現場の誰もが迷わず活用できるよう、申立ての流れや
判断基準を視覚的に分かりやすく整理した内容として
いる。

• 作成にあたって、行政と中核機関が共に各包括支援
センターを戸別訪問して実態を把握し、3年かけて現
場の課題を丁寧に吸い上げたプロセスがある。

取組内容
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制度利用が必要と判断された場合に、本人を制度に
つなぐ支援が行える体制I

権利擁護支援ニーズの精査を経て成年後見制度の利用が必要と判断された際に、本人の制度利用の意向を確認して、
申立て等の具体的な手続きに進めるよう伴走する体制です。

取組ポイント
① 本人への丁寧な説明
本人が自らの意思で制度の利用を選択できるよう、制度のメリッ
トや影響を丁寧に説明し、意思形成を支援します。

② 受任調整の準備
本人の制度利用の意向に従って、中核機関と各種相談支援機関が
連携して、受任調整に向けた情報整理や検討機会の調整等の準備
を行う。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

「制度が必要」という判断がなされても、本人の意向
確認ができず、受任調整の準備を進めることができな
ければ、申立てまでに時間を要し、必要でありながら
手続きが中断する恐れがあります。
その間、制度利用により解決を図る必要がある課題
が残り続け、本人にとって望ましくない状況が改善でき
ないリスクが地域に生じます。

制度利用の必要性を検討する時点から本人の意思決
定支援が意識され、支援チームが本人の意向確認から
申立準備まで一貫してサポートしている状態です。
本人の不安を解消しながら、複雑な法的手続と生活
支援のサポートを連動させ、本人の意思を尊重した権
利擁護支援が調整できている体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

31

手続き停滞 切れ目なく支援

今すぐできる！

～受任調整にとどまらない「権利擁護支援ケース検討会」による早期アセスメント～

• 専門職を交えた会議をあえて「受任調整会議」と呼ばず「ケース検討会」と称して隔月開催
している。

• その意図は、単なる候補者の選定だけでなく、申立て前の「対応困難事案」や「判断に迷う
事例」を積極的に受け入れ、法的・福祉的助言を行う場としているためである。

取組内容

• 行政内に社会福祉士等の専門職が多いため、権利擁護支援のニーズの精査や支援方針
の検討、見通しはある程度行政内で可能という強みをいかし、より高度な司法判断が必要な
ケースにリソースを集中させている。

ポイント

千葉県 八千代市
八千代市権利擁護連携支援センター
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制度利用が不要と判断された場合にも、本人の
見守り体制の構築や他支援へのつなぎが行える体制J

成年後見制度の利用が「現時点では不要」あるいは「他の支援が適切」と判断された場合であっても、本人に必要な権利
擁護支援へのつなぎを講じる体制です。

取組ポイント
① 他支援へのつなぎ実践
制度利用に至らない軽微な課題に対し、日常生活自立支援事業等
のその他の支援を組み合わせて解決を図る。

② 継続的なモニタリング
今は不要でも将来的に必要になる可能性があるため、地域連携
ネットワークの関係者による見守りを継続し、関係者によるモニ
タリングの際に制度の必要性について再確認できる体制を整える。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

「成年後見制度利用の必要性なし」という結論だけで
支援が終了してしまうと、解決していない本人のニー
ズや課題への対応が遅れ、成年後見制度が必要に
なるまで状況が放置されてしまう可能性があります。
その結果、本人に必要な権利擁護の制度や支援が
行き届かないリスクが地域に生じます。

「成年後見制度を使うか使わないか」という二択ではな
く、本人に必要な制度や支援につなぐことができる体制
が整っている状態です。
制度利用が必要ない場合に、「代わりにこの支援を行
う」という次の一手が動き出し、本人の安心が途切れる
ことなく支え続けられている体制が理想です。

国研修「基礎研修」のオンデマンド動画
「関連諸制度」に、成年後見制度以外の
主な支援の詳細が紹介されているので、
確認してみましょう。

今すぐできる！

ポータル「成年後見はやわかり」研修ページ：
h t t p s : / / g u a r d i a n s h i p . m h l w . g o . j p / m u n i c i p a l i t y / t r a i n i n g /

33

対応先送り 次の一手が動く

権利擁護支援チームの形成支援機能の概要 ・・・・・・・・・・P35-38

権利擁護支援チームの形成支援機能の強化に向けた取組ポイント 目次

P39本人の判断能力や支援状況の変化に応じて、課題を整理しやすい体制K

権利擁護
支援方針
の検討

P41本人の意思決定支援と保護の観点から制度の利用適否や他支援へのつなぎ直しを検討する体制L

P43支援方針検討前に、制度の内容等を本人に事前に説明できる体制M

P45支援方針検討前に、本人の意向を確認する機会を設けられる体制N

P47本人の意向や状態、親族関係等を踏まえて、市町村長申立ても含めた申立人の調整が行える体制O適切な
申し立て
の調整 P49診断書や本人情報シートなど必要書類の収集や申立書に記載する情報の整理等を関係機関で役割分担できる体制P

P51支援方針に基づいて、課題や役割、後見類型、代理・同意行為、財産状況等の整理を行う体制Q
権利擁護
支援を

行うことが
できる
体制の

整備支援

P５５本人が抱える課題解決後の後見人等交代の方向性を検討する体制R

P５７地域の担い手（専門職後見、市民後見、法人後見等）の状況を踏まえて受任調整が検討できる体制S

P５９関係機関が、後見人等選任までの一時的な支援を分担できる体制T

P６１本人と後見人等候補者が、必要な場合に面談できる体制U

34



権利擁護支援チームの形成支援機能
（成年後見制度の開始までの場面）K～U

本人にふさわしい成年後見制度

の利用に向けた検討・専門的判断

家庭裁判所

申
立
て

本人

選任

後見人等

申
立
相
談

候
補
者
推
薦

医療・福祉
関係者

市町村
担当者

専門職団体
弁護士

司法書士
社会福祉士等

市民後見人法人後見実施機関

候補者のイメージを共有
適切な後見人の選任

適切な候補者のイメージが
よく共有されないまま

本人 後見人等

利用者がメリットを実感で
きる後見人等の選任

選任

【受任者調整】
• 申立ての妥当性の確認
• 申立てのあり方の検討
• 求められる後見活動や

本人の状況に合わせた
適切な後見人候補者の
検討

• 中立性・公平性の担保

申立人
本人・配偶者
4親等内親族

市町村長・検察官等

中核機関

権利擁護支援の方針に
ついての検討・専門的
判断を経て
【受任者調整】へ進む

家庭裁判所

申立人
本人・配偶者
4親等内親族

市町村長・検察官等

地域住民関係機関

身上保護、意思決定支援、
本人らしい生活を送るため
の財産活用の観点で、利用
者がメリットを実感できない
ような後見人等の選任が
起こってしまうことがある

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.24 図2-6引用・レイアウト修正

35

現状 目指すべき姿

36

上記の図は、成年後見制度の利用が適切と判断された後、実際に「本人にふさわしい」形で制度を開始し、支援チームを
形作っていくためのプロセスのイメージを示したものです。

取組ポイント

体制整備不備によるリスク
適切な候補者像の共有不足は、身上保護や意思決定支援への配慮を欠いた選任を招き、本人がメリットや自分らしさを損なうリスクが発生します。
連携不足で手続が停滞し、支援の断絶や硬直化を招くことで、本人の状況変化に合わせた柔軟な支援チームの体制構築が困難になります。

権利擁護支援チームの形成支援機能
（成年後見制度開始までの場面）K～U 体制整備の必要性

① 制度利用に向けた準備と本人の意向確認
制度の利用に向けて動き出す際、まずは「申立てありき」の誘導にならないよう、事前に制度内容を本人に説明できる体制（M）を整えることが重
要です。その上で、本人が今後の生活をどう考えているか、本人の意向を確認する機会を設けられる体制（N）を構築し、意思決定支援をプロセ
スの中心に据えます。

② 申立てのあり方と情報の整理
方針が定まったら、具体的な申立ての準備に入ります。

事案の整理：本人の判断能力や支援状況の変化に応じて、抱えている課題を整理しやすい体制（K）のもと、保護の観点だけでなく意思決定
支援の視点から、制度利用の適否や他支援へのつなぎ直しを検討する体制（L）が求められます。

役割分担の整理：診断書や本人情報シート等の必要書類の収集、申立書に記載する情報の整理などを関係機関で役割分担できる体制（P）
を整えます。これに基づき、本人に必要な同意権・取消権、代理権の範囲や、後見類型を整理する体制（Q）を構築します。

申立人の調整：親族の状況などを踏まえ、本人申立て、親族申立て、あるいは市町村長申立ても含めた申立人の調整が行える体制（O）に
よって、誰が申立てを行うのが本人の利益になるかを検討します。

③ 適切な候補者の検討と受任者調整
アセスメントの結果、方針が決定されます。次に、中核機関がコーディネーターとなり、「受任者調整」を行います。
専門職、市民後見、法人後見といった地域の担い手の状況を踏まえて受任調整が検討できる体制（S）を活かし、本人に最もふさわしい候補者
のイメージを関係者で共有します。また、マッチングを確実にするため、本人と後見人等候補者が、必要な場合に面談できる体制（U）を設けるこ
とも、本人が納得して制度を利用するために重要です。

④ 選任後のチーム活動を見据えた継続的支援
後見人が選任されるまでの間も、本人の生活は続きます。関係機関が、後見人等選任までの一時的な支援を分担できる体制（T）を維持する
ことが大切です。また、制度は一度始めたら終わりではありません。本人の課題が解決した後に後見人等を交代する方向性を検討する体制（R）
など、将来の変化を見据えた視点を持つことが、本人らしい生活を支えるチーム形成の鍵となります。



成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.12 図2-4引用・レイアウト修正

地域の関係者
（家族、民生委員、自治
会、医療機関、金融機

関等）

地域の相談支援機関
（地域包括、障害相談支援事業

所、生活困窮窓口、福祉事務所、
社協など）

弁護士、司法書士
社会福祉士等

司法・福祉の専門職

成年後見人等
親族後見人
市民後見人

専門職後見人
法人後見実施団体

家庭
裁判所市町村

中核
機関

「本人にふさわしい成年後見制度の利用に向けた検討・専門的判断」
支援内容や適切な候補者などの検討
候補者選任後のチームについての検討、
申立てにあたっての準備・役割分担

↓ 成年後見制度の利用に進んだ場合 ↓

イメージ
の共有

申立受理

申立て
（本人・親族）

専門的助言・
バックアップ

首長申立
て

専門的助言
・支援

権利擁護支援チームの形成支援機能
（成年後見制度の開始までの場面）K～U

本人にふさわしい成年後見制度

の利用に向けた検討・専門的判断

自
立
支
援
へ

37

38

上記の図は、制度の利用が必要と判断された後、申立ての準備から後見人等の選任に至るまでのプロセスと、その過程で
中核機関が地域連携ネットワークの関係者をつなぎ、調整（コーディネート）する役割を示したものです。

取組ポイント

権利擁護支援チームの形成支援機能
（成年後見制度開始までの場面）K～U

① 地域の多様な関係者による申立ての準備と役割分担の調整
申立ての準備は中核機関だけで完結させるものではありません。本人の日常を支える地域の関係者（家族、民生委員等）や相談支援機関、そ
して市町村と連携し、「誰が申立てを行うのが本人の利益になるか」を検討し、準備を分担する体制が基盤となります。中核機関は、これらの関係
者がそれぞれの役割を適切に果たせるよう、全体を調整するコーディネートを行います。

② 「本人にふさわしい成年後見制度の利用に向けた検討・専門的判断」の場を設定
方針が定まったら、具体的な申立ての準備に入ります。「本人にふさわしい成年後見制度の利用に向けた検討・専門的判断」は、多職種連携によ
る合議によって行われます。中核機関は、司法・福祉の専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士等）からの専門的助言やバックアップを受けら
れる場を設定します。この検討過程では、中核機関や支援関係者の都合で候補者を決めるのではなく、本人の意向や将来の希望をチームで丁
寧に汲み取ることができるようにファシリテートします。

③ 適切な候補者のイメージ共有と受任者調整
アセスメントの結果、方針が決定されます。次に、中核機関がコーディネーターとなり、「受任調整」を行います。選任後に本人がメリットを実感でき
るよう、適切な後見人等の選任に向けた「受任調整」を行います。地域の担い手である専門職団体や市民後見、法人後見実施機関といった多
様な担い手の中から、本人に最適な候補者のイメージを関係者で共有し、必要に応じて家庭裁判所とも調整を行います。候補者との事前面接な
どの機会の必要性を検討し、本人が納得して制度を開始できる環境をチームで整えます。

④ 一時的支援の分担と将来の変化を見据えた柔軟な支援体制の構築
中核機関は、後見人の選任を待つ間も本人の生活が途切れることのないよう、関係機関が一時的な支援を分担し合える地域資源の連携体制を
コーディネートします。また、制度利用を「開始して終わり」とするのではなく、本人の課題解決や状況変化に応じた後見人等の交代も視野に入れ、
将来の変化を見据えた柔軟な支援体制を検討します。このように、長期的な視点を持って本人らしい生活を支え続けるチームが機能するよう、継
続的な調整と進行管理を推進することが中核機関の役割です。

チーム体制の調整

申立て準備を中核機関だけで完結させず、関係者が連携して役割分担し、本人の利益となる申立者と支援方針を合議で定められる状態です。
中核機関は司法・福祉専門職の助言を得る場を設け、本人の意向・将来希望を踏まえて候補者像を共有し、受任調整し家裁とも調整します。
必要に応じて事前面接を行い、本人が納得して制度を開始できる環境を整えます。選任までの一時支援を分担し、変化に応じた交代も見据えて
切れ目なく進行管理し、本人らしい暮らしを支えます。

目指す姿



本人の判断能力や支援状況の変化に応じた
課題の整理が行いやすい体制

本人の心身の状態や判断能力、あるいは周囲の支援環境は時間とともに変化します。
これらの変化を捉え、本人にとっての優先課題を再整理できる体制です。

取組ポイント

39

K

① 課題の見逃し防止
関係機関が持つ情報をシート等に整理し、本人の判断能力低下や

生活環境の変化に伴う課題の見逃しがないように整理する。

② 関係機関との課題共有
整理された課題に基づき、受任調整に必要な代理権や支援方針等
の検討を行えるように、関係機関で課題を共有する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

本人の判断能力や支援状況の変化に応じて、課題
を再整理する仕組みがない場合、受任調整の際に、
課題が不確かな状況で検討することになる可能性が
あります。
その場合、具体的な受任調整について検討する前の
段階で課題整理に時間を要し、十分な検討ができ
ないリスクが地域に生じます。

中核機関や支援チームが本人の判断能力や支援状況
の変化に気づき、受任調整の際に検討すべき課題の
棚卸しができる状態です。
シート等を活用して、情報を過不足なく集約して、関係
機関で本人の強み等の「できること」と「手助けが必要な
こと」が整理されており、受任調整の具体的な検討に
時間をかけることができている体制が理想です。

国研修の演習シートを参照・活用して
課題整理と検討をしてみよう！

https://www.mhlw.go.jp/
content/000503061.pdf

今すぐできる！

時間のロス 会議が変わる

本人の判断能力や支援状況の変化に応じた
課題の整理が行いやすい体制

40

K 試してみよう！

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.26-27 より引用



本人の意思決定支援と保護の観点から制度の
利用適否や他支援へのつなぎ直しを検討する体制

本人の「意思決定支援（本人がどうしたいか）」と「保護（安全・権利を守る）」の両面から、成年後見制度の利用が適
切かどうかを問い直し、必要に応じて他の支援へと繋ぎ直す体制です。

取組ポイント

L

① つなぎ直す必要性の再確認
一度制度利用を検討し始めた事案であっても、本人の意思・意向、
また状況変化や経済状況等をアセスメントして、制度の利用以外
の支援につなぎ直す必要性を再検討する。

② 意思決定支援の優先
「危ないから後見」といった考えではなく、本人の意向を尊重し
た支援がどこまで可能かを見極める。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

受任調整時に、つなぎ直しの必要性を再確認する検
討体制が不十分な場合、本来は制度の利用以外の
支援で解決できる課題であっても、安易に成年後見
制度の利用が強行されてしまう可能性があります。
意思決定支援が十分に確保できていないと、制度開
始後に、本人や家族等が制度に対して拒否感や不
信感を強めるリスクが地域に生じます。

本人の状況の変化に対し、中核機関や関係機関が
「今の本人にとっての最善は何か」を、制度の枠組みに
縛られずに議論できている状態です。
意思決定支援を軸に、法的な保護と柔軟な社会資源
の活用がバランスよく選択され、必要な人に必要な制度
や支援が提供されることで、本人の権利が最小限の制
限で最大限に守られている体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！
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ミスマッチ利用 最小限最大保護

～既存の会議を活用した受任調整及び訴訟リスクへの対応～

• 受任調整会議は以下の３つの会議を活用している。
• 検討内容は、親族、財産状況等の把握・共有、課題整理、権利擁護支援の検討（成年後

見制度利用要否等）、後見申立ての確認（申立者、類型、後見人属性の検討）等である。
① ケース検討会議（随時開催）

ケアマネジャーが開催する担当者会議や個別支援会議に中核や候補者が
入り上記の内容※を検討

② 受任調整会議（定例月1回）
中核機関の実務者レベルによる定例会議において上記の内容を検討

③ コアメンバー会議（随時開催）※管理職含む
市町村長申立てが適当な場合、申立ての要否や支援方針の決定

• 虐待事案や措置が絡む困難事例において、行政管理職による「コアメンバー会議」と、弁護士・
司法書士等による「専門部会（個別ケース検討会）」を組み合わせて開催している。

取組内容

• 専門職の位置づけを明確にし、行政が責任を持って判断するための「バックアップ」として司法
の知恵を借りる、という明確な役割分担を行っている（専門職にお任せにしない）。

ポイント

該当する体制

M NLK

和歌山県 白浜町
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権
利
擁
護
支
援
方
針
の
検
討

※親族、財産状況等の把握・共有、課題整理、権利擁護支援の検討（成年後見制度利用要否等）、後見申立ての確認（申立者、類型、後見人属性の検討）等



支援方針検討前に、制度の内容等を本人に事前
に説明できる体制

支援方針を決定する前の段階で、本人に対して成年後見制度の仕組みや利用による影響（法的権限、費用、生活の変
化等）を、本人の理解力に合わせて丁寧に説明する体制です。

取組ポイント

43

M

① 本人が納得した上での利用
本人の知らない間に手続が進むことを防ぎ、制度利用について本

人が納得した上で利用できるようにする。

② メリット・デメリットが理解できるような工夫
成年後見制度の仕組みや利用による影響（法的権限、費用、生活
の変化等）について、本人の理解力に応じて説明し、メリット・
デメリットを踏まえた納得のある判断につながるよう工夫する。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

事前の説明がないまま手続が進むと、本人が「自分の
人生を勝手に決められた」と受け止め、被害感や不
信感を抱くおそれがあります。
こうした認識は、後の後見人等との信頼関係の構築
を妨げ、着任後の支援チームの円滑な形成・運営に
も影響を及ぼすリスクがあります。

本人が制度の内容を正しく理解した上で、自らの意思
により「利用する」又は「他の方法を検討する」という選
択に関与できている状態です。
そのための説明のプロセス自体が、本人の意思決定を
支える重要な権利擁護の支援策として機能し、手続の
開始前から本人の尊厳が一貫して尊重されている体制
が理想とされます。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

納得感欠如 理解に基づく選択

～周辺支援者を主役とする「個別支援会議」型の受任調整～

• 形式的な「受任調整委員会」をあえて設けず、ケアマネジャーやヘルパー等、本人に最も近
い支援者を集めた会議に中核機関が出席したり、その場を活用させていただいたり（コーディ
ネート）して、その中で支援方針の検討、受任調整を行っている。

• 支援者が主体の会議で、本人の真の課題やニーズを検討することで、支援者が本人を支援
するチームの主体であることを意識してもらうことを重視している。

取組内容

• 専門職後見人はどうしても頻回な支援が難しい場合もある。そうしたことも踏まえ、本人を支
える支援者と候補者が、お互いにできること／できないこと、期待すること等を、中核機関が
間に入って伝えあう機会を持つことを重視している。

• そうした機会をもち、選ばれた後見人等就任後、再度役割を確認する機会をもつことで、チー
ムが機能することを可能としていると考える。

ポイント

春日井市高齢者・障がい者権利擁護センター
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該当する体制
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支援方針検討前に、本人の意向を確認する機会
を設けられる体制

支援の方針を専門職や関係機関だけで決めてしまうのではなく、その検討に先立って、本人が「今後どのような生活を送りた
いか」「何を大切にしたいか」という意向を表明できる場や機会を確保する体制です。

取組ポイント

45

N

① 意思形成の支援
本人が自分の考えをまとめられるよう、対話を通じて本人の「選

好」や「価値観」を丁寧に聴き取ります。

② 多角的なアセスメント
ツール等を活用して、言葉による表現が困難な場合でも、表情や
しぐさ、過去の生活歴を知る人からの情報などを手がかりに、本
人の意向を多角的に捉えます。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

本人の意向を確認するプロセスが欠如していると、支
援者が「本人のため」という名目で、安全や管理のし
やすさを優先した方針を決定してしまう可能性があり
ます。
本人の「今後どのような生活を送りたいか」「何を大切
にしたいか」といった意向が十分に反映できない支援
につながる恐れがあります。

支援方針を検討する会議の前に、必ず本人の声が聴
き取られ、それが検討資料の最も重要な情報として共
有されている状態です。
本人が「自分の人生について、自分が主体となって考え
ている」と実感できるような関わりが支援チームの関係者
によって実践されており、その意向が最大限に尊重され
た検討ができている体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

管理優先支援 人生の主人公は本人

静岡県 島田市
島田市成年後見支援センター

～広域共通「アセスメントシート」による本人の意思・価値観の可視化～

• 中核機関がこのシートを用いて多角的に分析することで、単なる職種の検討ではなく、本人
の人となりや課題に最も合致した「人」のマッチングをすることが可能となっている。

• 権利擁護支援の検討、受任調整、成年後見人等選任後の支援チームの再構築、それぞ
れのタイミングでアセスメントシートを活用することで、本人を中心に置いた支援方針の検討が
できている。

ポイント

取組内容
• 近隣自治体（3市1町）で共通化したアセスメント

シートを作成、活用している。
• シートには、単なる身体状況や財産情報だけでなく、

「本人の想いや価値」を大切にするための項目（三
島市の価値観シートを参考）を盛り込んでいる。

• 「今後の生活の意向」「大切にしていること」「困ってい
ること」「支援者にお願いしたいこと」について、支援者
等が分かりやすく要約して書くのではなく、本人のあり
のままの言葉で記入することをルール化している。
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該当する体制
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本人の意向や状態、親族関係等を踏まえて、市町
村長申立ても含めた申立人の調整が行える体制

成年後見制度の利用を開始するにあたり、誰が申立人となるのが本人にとって最善かを、多角的な視点から検討・調整する
受任調整の体制です。

取組ポイント

47

O

① 本人の意向を踏まえた負担の調整と合意形成
申立てに伴う実務的な負担や候補者の検討について、本人の意向

を尊重しながら関係者間で役割を調整し、納得感のある合意形成

を図ります。

② 市町村長申立て以外も含めた困難事例の共有・検討
支援方針の整理が難しい事例等、市町村長申立てに該当しない事
例も含め、関係者が検討・共有できる会議の場を設定します。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

受任調整体制が不十分な場合、申立てに伴う実務
負担や候補者の検討に関する役割分担・合意形成
が進まず、申立て準備が長期化する恐れがあります。
また、支援方針の整理が難しい事例等について、市
町村長申立てに限らず関係者間で共有・検討する
場が確保されないと、必要な論点整理や対応方針が
定まらず、申立ての最も適切なタイミングを損なうリス
クがあります。

本人の状況に応じて、申立てが最も適切なタイミングで
選択されている状態です。
中核機関が調整役となり、家庭裁判所や地域の関係
機関と情報を共有しつつ、申立てに伴う実務負担や候
補者検討に関する役割分担・合意形成を図り、必要
な論点整理と対応方針を速やかに整えられる体制が理
想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

検討の場不足 タイミング最適

～三士会との定例「部会」による多角的検討と迅速な受任調整～

• 毎月1回、弁護士・司法書士・社会福祉士（三士会）が参画する「島田市権利擁護推
進協議会部会」を定例開催している。

• 受任者の選定だけでなく、支援方針に迷う困難事例についても、初期段階から専門職が相
談に乗る体制を構築している。

• こうした日常的に相談できる仕組みを整えることで、専門職に「決まった内容を依頼する」関
係から、検討過程を共有する「チームの一員」へと関係性を深化させることを目的としている。

取組内容

• 部会は決定機関ではなく、専門職と支援機関がともに個別事例を協議する場となっており、、
司法と福祉のグレーゾーンにある課題に対しても、チームで納得感を持って方針を決定できる
点が非常に重要と考えている。

• 部会において、アセスメントシートを活用し、参加者が同じ理解で協議できるようにしている。
• 受任調整後は中核機関が「受任結果シート」をまとめ、支援チームで検討のプロセスが共有

できるようにしている。

ポイント

静岡県 島田市
島田市成年後見支援センター
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診断書や本人情報シートなど必要書類の収集や申立書に
記載する情報の整理等を関係機関で役割分担できる体制

成年後見制度の申立てには、医師の診断書や「本人情報シート」、財産目録など、多岐にわたる書類の準備が必要です。
支援チームの関係者が連携して役割を分担し、円滑に書類を整えられるように支援し、申立て準備の遅延を防ぐ体制です。

取組ポイント

49

P

① 情報の集約と整理
中核機関が調整役となり、各機関が収集した情報を集約・整理し
た上で、申立書に必要な事項を漏れなく取りまとめることで、申
立て準備の手戻りを防ぎ、手続を円滑化する。

② 申立てまでの期間短縮に向けた連携
例えば、医療機関を含む関係機関が連携し、診断書の依頼・作
成・受領等の手続や必要情報の共有を円滑に行うことで、申立て
までの期間短縮を図る。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

役割分担が不明確な場合、煩雑な書類の収集・作
成が大きな障壁となり、申立て準備が長期化する恐
れがあります。
その結果、本人の権利擁護が必要な状態であるにも
かかわらず必要な支援の開始が遅れ、権利侵害につ
ながるおそれや生活上の不利益が拡大するリスクが地
域に生じます。

申立て準備の各段階において、「誰が何を行うか」が明
確化され、関係機関間で共有されている状態です。
地域の医療・福祉・行政・司法の関係者が連携して必
要情報を適時に集約・整理し、本人の尊厳を守るため
の支援の引継ぎが滞りなく行われ、申立てが適切なタイ
ミングで開始できる体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

申立準備長期化 段取りが見える
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～「成年後見制度（法定）申立てマニュアル（延岡・西臼杵版）」の作成
～

宮崎県 延岡市・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町
延岡・西臼杵権利擁護センター（再掲）

ポイント
• 事務手続や費用だけでなく、「一次窓口と二次窓口（中核機関）の役割分担」を明文化

したことで、人事異動の多い町村部においても専門性を組織的に維持し、円滑な業務承継
を可能にする教育ツールとしても有効に機能している。

• 一次相談窓口（地域包括支援センター、行政等）
が、制度の必要性判断から申立て前までに必要な相
談対応を適切に行えるよう、実務の指針となる「延岡
版・西臼杵版申立マニュアル」を作成・運用している。

• 現場の誰もが迷わず活用できるよう、申立ての流れや
判断基準を視覚的に分かりやすく整理した内容として
いる。

• 作成にあたって、行政と中核機関が共に各包括支援
センターを戸別訪問して実態を把握し、3年かけて現
場の課題を丁寧に吸い上げたプロセスがある。

取組内容



支援方針に基づいて、課題や役割、後見類型、
代理・同意行為、財産状況等の整理を行う体制

これまでのアセスメントやケース会議で導き出された「支援方針」を、具体的な申立て内容や、その後の実務的な支援体制
へと落とし込むプロセスを整理する体制です。

取組ポイント

51

Q

① オーダーメイドの権限設定
代理行為目録や同意行為目録を参照し、後見類型の選択や、具体

的な代理権・同意権の範囲を慎重に検討します。

② 役割と課題の明確化
後見人等が担うべき役割と、福祉・医療関係者が担うべき役割を
整理し、支援の重複や漏れを防ぎます。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

支援方針を申立て内容（後見類型・権限設定）や
着任後の支援体制に十分落とし込めないまま申立て
が進むと、本人の実情に適合しない類型や権限が設
定される恐れがあります。
また、後見人等と福祉・医療関係者が担う役割と課
題の整理が不十分な場合、支援の重複や漏れ、対
応の遅れが生じ、支援方針に沿った支援体制が構築
できないリスクが生じます。

本人の「意思」と「生活の実態」に基づき、法的な権限
と福祉的な支援がパズルのように過不足なく組み合わさ
れている状態です。
中核機関が調整役となり、申立ての段階で「誰が、何
を、どこまで守るのか」が明確に可視化されていることで、
後見人等と支援チームの関係者が迷いなく連携を開始
できる体制が理想です。

まずは代理行為目録等を手元において
どのような代理権等が必要になるのか
を考える習慣をつくりましょう

今すぐできる！

権限設定ズレ 守る範囲見える

～「内部ガイドライン・支援方針受任調整シート」に基づく
「支援調整委員会」での専門的な方針決定～

• 多角的な視点で支援方針を検討することで、成年後見制度だけでなく、本人の状態に最も適
した手段で支援を開始することで、目詰まりが解消できる。

• 検討に用いる「受任調整シート」の項目を家裁の代理行為目録と合致させており、専門職が
「後見人はどのような役割を果たすべきか」を即座に判断できる構成にしている点にある。

• 文章で支援の必要性を記載するよりも、緊急性、金銭管理などの項目にどれだけチェックが入っ
ているか、という統一した視点で方針を検討することができる。

• これにより、家裁への情報提供も極めてスムーズになり、推薦した候補者の選任率を高めている。

ポイント
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該当する体制

S T URO

紀の川市 権利擁護センター「架け橋」

• 専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士）や福祉関係
機関が集まり「支援調整委員会」を開催している。

• 「調査票」に基づき、本人の判断能力や課題を提示し、
支援方針と受任調整をセットで検討している。

• 支援に繋ぐまでの迅速化を図るため、「内部ガイドライン」を
実施し、支援調整委員会に諮る必要があるか精査し、必
要性のない案件は、スムーズに日常生活自立支援事業・
日常金銭管理等事業（独自）・生活困窮自立相談支
援事業等の権利擁護支援を開始している。

取組内容
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確認しよう！

裁判所HP（保佐開始の申立書）：https://www.courts.go.jp/saiban/syosiki/syosiki_kazisinpan/syosiki_01_02/index.htmlより引用

支援方針に基づいて、課題や役割、後見類型、
代理・同意行為、財産状況等の整理を行う体制Q

メモ

54



本人が抱える課題解決後の後見人等交代の方向
性を検討する体制

後見制度の利用開始時に存在する特定の課題を見据え、課題が解消された後に本人の状況に応じて適切な受任者へ
円滑に交代できるよう、交代の可能性・条件・引継ぎの方法をあらかじめ整理・検討しておく体制です。

取組ポイント

55

R

① 「切れ目のない支援」のためのバトンパス
受任調整の段階で、専門的な法的課題の解決後には身上保護を重
視する受任者へ移行する等、将来の役割転換を見据えた引継ぎ方
針を共有し、円滑に交代できるようにする。

② 意思決定支援の継続
受任者が変わっても、本人が大切にしている価値観や意思決定支
援の経過が途切れないよう、支援チームが記録・共有の仕組みを
通じて情報を引き継ぎ続けます。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

交代の検討体制がない場合、特定の課題が解決し
て役割を終えたはずの受任者が、そのまま事務を継続
することになります。
その結果、本人の現在の生活ニーズ（きめ細かな身
上保護など）に対応しきれなくなったり、本人の状況
に対して過剰な専門性が維持されたままになったりと、
支援のミスマッチが生じる可能性があります。

本人のライフステージや課題の解決状況に応じ、必要
に応じた受任者の見直し（交代）が円滑に行われ、
常に「今の本人」に適した後見人等による支援が確保さ
れている状態です。
中核機関が支援チームと連携し、受任調整段階から交
代の可能性・条件・引継ぎ方法を共有して、適切なタ
イミングを逃さず移行でき、担当者が変わっても安心感
が続く体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

支援ミスマッチ 安心が続く

～受任後のチーム支援を見据えた「候補者調整会議」の運営～

• 候補者調整会議において、単に適任者を選ぶだけでなく、「後見人に就任後、どのような役

割を期待するか」「地域の既存の支援チームのメンバーとどう役割分担するか」を整理している。

• この内容は候補者調整会議の結果報告書として家庭裁判所に提出され、家庭裁判所の

選任にとっても重要な検討材料になっている。

取組内容

• 裁判所への推薦という司法手続のプロセスを、同時に「地域チームの顔合わせと役割分担の
確認」という福祉的プロセスとして機能させていること、選任後のトラブル（不作為や連携不
足）を未然に防ぐことも可能としていることがポイントといえる。

• 同時に、候補者調整会議の後、申立て前に、本人と候補者との顔合わせ（事前マッチン
グ）の機会を設けており、後見人等就任後のミスマッチを防ぐ意味でも効果的な取組と考え
ている。

ポイント

よこはま成年後見推進センター権
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地域の担い手（専門職後見、市民後見、法人後見等）

の状況を踏まえて受任調整が検討できる体制

本人の心身の状態、判断能力、支援環境は時間とともに変化します。これらの変化を適切に把握し、本人にとっての優先
課題を再整理したうえで、最適な担い手につなぐことができる体制です。

取組ポイント

57

S

① 受任候補者の確保・可視化
弁護士・司法書士・社会福祉士等の専門職後見、市民後見、法人
後見等について、担い手の名簿・受任可能枠・専門性・対応可能
圏域等を整理し、定期的に更新する。

② アセスメントとマッチング
複雑な法的課題や紛争性が高い場合は専門職後見を、見守りや生
活支援との連携が重要な場合は市民後見・法人後見を含めて検討
し、本人に最適な支援体制となるようコーディネートを行う

体制整備不備によるリスク 目指す姿

調整体制が不十分な場合、本人の実情に合わない
受任者が選任され、本人意思の反映や身上保護の
観点で不利益が生じる可能性があります。
また、担い手の稼働状況や受任可能枠が可視化さ
れていないと、申立てを行っても「受任者がいない」こと
を理由に手続が停滞し、本人の権利擁護が及ばない
空白期間が生じるリスクがあります。

中核機関が地域での担い手（専門職・市民・法人）
の受任状況・受任可能枠・専門性を的確に把握し、本
人ニーズ評価に基づくマッチング案を整理できている状
態です。家庭裁判所にも、本人状況と必要支援、担い
手の適合性を整理して情報提供し、適時適切な受任
者につながる状態を目指す。本人がどのような状況でも、
常に最適な候補者が選ばれる安心のネットワークが構
築された体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

支援空白期間発生 最適マッチング

～「チーム会議」の先行実施による役割分担の明確化～

• 後見人等の就任が内定した段階で、中核機関が、関係者が集まるチーム会議をコーディ
ネートしている。

• ここで後見人等ができること、できないこと、それぞれのチームメンバーの役割分担等について
確認し、あらかじめ認識を共有する機会を設けている。

取組内容

• 「チーム会議」を開催することで、中核機関が「後方支援の砦」として常に存在し続けることを
支援チームと後見人の双方に明示している。

• このことにより、後見人等も支援チームのメンバーも、安心してチームとして支援を開始できる
環境を整えることになっている。

ポイント
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宮崎県 延岡市・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町
延岡・西臼杵権利擁護センター



関係機関が、後見人等選任までの一時的な支援
を分担できる体制

成年後見制度の申立てから、実際に家庭裁判所で後見人等が選任されるまでの数ヶ月間、支援の空白が生じないよう、
地域の関係機関が協力して本人を支える体制です。

取組ポイント

59

T

① 役割の暫定的な整理
中核機関が、選任までの期間に誰がどのような支援（見守りや緊

急の対応等）を担うかを調整して整えます。

② 意思決定支援の継続
後見人等が決まるまでの間も、本人の意向を丁寧に汲み取り、そ
れを後の後見事務に引き継げるよう、日常的な関わりを持つ支援
チームの関係者が情報を蓄積します。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

選任までの支援体制が整っていない場合、その期間
に重要な契約や支払いが滞るほか、医療・福祉サー
ビスの利用調整が遅れ、生活の維持に支障が生じる
恐れがあります。
また、後見人等が未選任のため法的代理を要する対
応が困難となり、空白期間に消費者被害や虐待が
進行しても迅速な是正につながりにくいというリスクが
地域に生じます。

申立てから選任までの期間が単なる待機ではなく、本
人の意向把握、リスク低減、支援チーム形成、情報整
理を進める「準備期間」として機能している状態です。
本人は「誰かが支えている」という安心感の中で過ごせ
ており、選任と同時に後見人等を中心とする支援チーム
へ円滑に移行し、質の高い権利擁護支援が速やかに
開始される体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

生活維持支障 待機が準備に

～「成年被後見人及び市長申立中の方の支援ガイドライン」の作成～

• 本人の意思を確認できるうちに「書面化」し、チームで共有することで、法的な「同意権」がな
くとも、根拠のある「意思推定」に基づいた迅速な対応を可能にすることを重視して作成した。

• これは、支援者が最も困るポイントでもあったので、支援者の不安を解消し、結果的に本人に
とっての不利益を解消することにつなげることを重視している。

ポイント

春日井市高齢者・障がい者権利擁護センター

取組内容
• 令和7年4月、市と中核機関とで、市長申立て期間中（後

見人等が選任されるまでの間）に、支援者が不安をいだかず
に支援を行ってほしいという目的で作成したものである。

• そのなかでも、「緊急時対応事前確認書」は、医療機関や福
祉施設と連携し、急変時の対応や延命処置、さらには死後の
安置場所等の意向をあらかじめ書面化する「緊急時の事前確
認書」を運用している。

• 市長申立て案件のみならず、身寄りのない在宅高齢者等のア
セスメントツールとしても活用されている。
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本人と後見人等候補者が、必要な場合に面談で
きる体制

後見人等が正式に選任される前に、本人と候補者が直接会い、相性や人柄を確認し合う機会の必要性を検討する体
制です。（最終的な選任は家庭裁判所の判断であることを前提に、面談結果は本人の意向として整理）

取組ポイント

U

① 「顔の見える」信頼関係の構築
本人が「自分のことを任せる相手」を事前に知ることは安心感に
つながります。候補者も、本人の表情や生活環境を把握すること
で、本人本位の支援方針を検討する一助になります。

② 意思決定支援の具体化
本人の同意や守秘に配慮しつつ、候補者に対して大切にしている
ことや不安を直接伝える場を設けることで、選任後の後見事務が
円滑になります。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

面談の機会の必要性を検討する体制がないと、本人
は「知らない人に勝手に人生を決められる」という不安
や拒絶感を抱いていた場合、その後の後見人等が信
頼関係を形成することが難しくなる恐れがあります。
また、候補者が本人の価値観や生活上の配慮点を
十分に把握しないまま支援が開始され、本人の意向
が反映されにくい支援に陥るリスクも高まります。

本人が納得感を持って後見人等を迎え入れ、両者の
間に「共に歩むパートナー」としての基礎的な信頼が築
かれている状態です。
中核機関が調整役となり、面談を通じて本人の意思や
価値観が候補者に伝わることで、選任後すぐに本人本
位の支援が開始できるような体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

信頼形成困難 信頼の土台づくり

61

～ミスマッチと苦情を未然に防ぐ「原則事前マッチング」の実施～

• 申立て前の段階で、本人と後見人等候補者が顔を合わせる「事前マッチング」を原則として
いる。

• 本人や家族の納得感を確認した上で申立てに進む仕組みである。
• 本人と後見人等候補者の相性は極めて重要と考え、虐待等緊急事案の場合を除き、申

立て前には原則事前マッチングを行っている（ミスマッチ及び苦情の防止）。

取組内容

• 様々な会議体を活用し、本人、家族、支援チーム、候補者を含め申立て前に権利擁護支
援チームの形成支援も同時に行う（課題の共有、役割分担等）

• また、１回で受容できない場合は３回通うなど、納得いくまで調整を重ねる。これが、受任後
のチーム運営における信頼関係の土台となっている。

ポイント
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～多角的なアセスメントと「選任前の顔合わせ」による受任イメージの共有～

• 本人が候補者を直接確認し、候補者側も受任後の生活支援を具体的にイメージしてから
申し立てる「納得感」を重視している。

ポイント

取組内容

• 候補者調整（マッチング）に際し、単なる書類選考に留まらず、候補者、本人、ケアマネ

ジャー、相談支援員等が参加する「顔合わせ（現在は主にオンライン）」を必須としている。

• 独自の「受任候補者選定に関する資料」を用い、本人の意向（好きなこと・嫌いなこと等）

や、後見人に期待する具体的な業務（身元保証・財産管理等）を事前に見える化してい

る。
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宮崎県 延岡市・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町
延岡・西臼杵権利擁護センター

権利擁護支援チームの自立支援機能の概要 ・・・・・・・・・・p65-68

権利擁護支援チームの自立支援機能の強化に向けた取組ポイント 目次

Ｐ69後見人等が加わった支援チームが、申立て後に支援方針や役割を共有できる体制V

支援
チームの
開始支援

Ｐ73制度利用開始時に、支援チームのモニタリング時期を設定できる体制W

P75制度利用開始時に、支援チームのバックアップ支援の要否を検討できる体制X

P77後見人等や関係者が支援に関する相談や助言を受けられる体制Y
支援

チーム
開始後の
必要に
応じた
支援

P79支援チームの自立状況を定期的に確認し、支援の終結や再支援を判断できる体制Z

64



権利擁護支援チームの自立支援機能
（成年後見制度開始後の場面）V～Z

後見人等への支援

（モニタリング・バックアップ）

• 本人と後見人等の関係がうまく

いかなくなっている場合

• 相当期間が経過した後も、本人や

本人を支える家族等と後見人等

との間に信頼関係が形成されて

いない場合

家庭裁判所

後見人等

• 本人の判断能力が回復しない限り、後見等が継続する

• 本人等と後見人等との間に信頼関係が形成されていないという

情報が、家裁にきちんと伝わらない

• 後見人等に不正な行為等の任務に適しない事由がない限り、後

見人等が解任されない

• メリットが実感できない制度利用と制度への不満

• 制度利用前の生活との分断

• 本人の意思決定支援や身上保護が重視されない後見

活動の結果的な継続

• 本人の権利擁護が適切に行われない状態の継続

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人 後見人等

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

• 本人と後見人等の関係がうまくいかな
くなっている場合

• 相当期間が経過した後も、本人や本人
を支える家族等と後見人等との間に信
頼関係が形成されていない場合

他の支援体制への切替え
が望ましいと考えられる
場合

地域の相談機関によるモニタリング
権利擁護支援チームへの支援

医療・福祉関係者

市町村担当者

専門職団体
弁護士

司法書士
社会福祉士等

市民後見人等
中核機関

相
談

支
援

助
言

必要に応じて
情報共有
新しい候補者の推薦等

必
要
に
応
じ
て
支
援

• チーム支援やモ
ニタリングの適
切性の検討

• 不正可能性や後
見人等の交代に
ついての検討

利用者がメリットを
実感できる成年後見
制度の利用

本人を後見人等とともに支える「チーム」による対応

医療機関 金融機関

民生委員、ボランティア

家族、親族

介護・福祉サービス事業者 本人

福祉関係者（介護支援専門員、
相談支援専門員等）

どうしていいか分からない
誰にも相談できない

現状 目指すべき姿

法人後見実施機関

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.32 図2-8引用・レイアウト修正
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権利擁護支援チームの自立支援機能
（成年後見制度開始後の場面）V～Z 体制整備の必要性

上記の図は、成年後見人が選任された「後」の場面において、本人が地域で安定した生活を送り続けられるよう、支援
チームが適切に機能し、自立していくためのプロセスのイメージを示したものです。

取組ポイント

体制整備不備によるリスク
支援チームの方針共有やモニタリング体制が不十分だと、本人との関係悪化を把握できず、不適切な支援が見逃されるリスクが地域に生じます。
助言やバックアップの仕組みが未整備だと、バックアップの必要な支援チームが孤立して、支援チームの不具合が深刻化する恐れがあります。

① 新しい支援チームとしてのスタートと方針の共有
後見人が選任された直後が、新しい支援チームの始まりです。まず重要なのは、新しく加わった後見人と既存の支援者が、本人の意思を尊重した
支援方針やそれぞれの役割をしっかりと共有できる体制（V）を整えることです。
この段階で、後見活動がスムーズに進むよう、支援チームのバックアップ支援がどの程度必要かを検討する体制（W）を構築します。すべてのケー
スに中核機関が深く関わり続けるのではなく、チームの習熟度や事案の困難度に応じて、関わり方の強弱を見極めることが大切です。
あわせて、チームの状況を確認するためのモニタリング時期をあらかじめ設定できる体制（X）を整えておくことで、計画的な見守りが可能になります。

② 日常的な相談・助言とバックアップ
支援が始まると、本人と後見人の関係性や、身上保護のあり方などで課題が生じることがあります。
こうした際、後見人や福祉関係者が孤立しないよう、中核機関や司法・福祉の専門職からいつでも相談や助言を受けられる体制（Y）が必要に
なります。「専門的助言・バックアップ」の矢印がこれに該当します。
中核機関が自ら会議を主催するだけでなく、既存の会議（地域ケア会議やサービス担当者会議など）に出向き、権利擁護の視点から助言を行
うことで、地域全体のネットワークを強化していきます。

③ チームの自立状況確認と再支援を判断できる体制が「終わることができる後見」への準備につながる
今後の法制度改正を見据えると、「一度始まったら一生続く」というこれまでのイメージから、必要性がなくなれば「終わることができる」制度への転換
が重要になります。
そのため、支援チームの自立状況を定期的に確認し、支援の終結や、逆に課題が複雑化した際の再支援を判断できる体制（Z）が求められます。
「目指すべき姿」に示されているように、本人と後見人の信頼関係や後見活動の適切性をモニタリングし、必要に応じて家庭裁判所と双方向の情
報共有を行うことで、メリットを実感できる制度利用を継続的に支えていくことが、自立支援機能のポイントです。



成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.12 図2-4引用・レイアウト修正

地域の関係者
（家族、民生委員、自治
会、医療機関、金融機

関等）

地域の相談支援機関
（地域包括、障害相談支援事業

所、生活困窮窓口、福祉事務所、
社協など）

弁護士、司法書士
社会福祉士等

司法・福祉の専門職

成年後見人等
親族後見人
市民後見人

専門職後見人
法人後見実施団体

家庭
裁判所市町村

中核
機関

権利擁護支援チームの自立支援機能
（成年後見制度開始後の場面）V～Z

後見人等への支援

（モニタリング・バックアップ）

チーム
として支援

（日常的な生活支
援、見守り、チーム
内連携等） モニタリング・

チームの支援
（日常的な生活支援、
見守り、チーム内
調整等）

後見人等
の選任

監督

チーム

後見人等を
含めたチーム
再編成支援

報告に
関する相談

本人 後見人等

「モニタリング・バックアップの検討・専門的判断」
チームへの支援内容やモニタリングの適切性についての検討
不正の発覚や後見人の交代などの検討の必要性が生じた場合の検討
本人、後見人等からの聞き取り

情報共有
（類型変更、後見人等の追
加や交代が検討される場

合等）

専門的支援、
チームへの
専門的助言

定期的な
報告・相談

相談対応
調整

専門的助言
・バックアップ
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権利擁護支援チームの自立支援機能
（成年後見制度開始後の場面）V～Z

上記の図は、後見人が選任された「後」の場面において、中核機関が地域の関係機関や専門職と連携して、どのように本
人と後見人を支え、チームを自立させていくか、その調整（コーディネート）の役割を示したものです。

チーム体制の調整

取組ポイント

後見人等の選任を新たな支援チームの出発点と捉え、中核機関が後見人等と地域の関係者・相談支援機関をつなぎ、本人の意思に基づく支援
方針を共有します。見守りは地域資源が担い、中核機関は相談・調整のハブとして専門的助言・バックアップを確保します。
定期モニタリングで方針見直し、類型変更・終了、交代・追加を合議で検討します。チームの自立状況も点検し、関与の要否や終結・再支援を判
断できます。これにより孤立を防ぎ、本人がメリットを実感しながら本人らしい暮らしを途切れず支え、地域全体で権利擁護を継続します。

目指す姿

① 後見人を含めた「新しい支援チーム」の再編成
後見人の選任はゴールではなく、新しいチーム活動のスタートです。中核機関は、新たに加わった後見人と、以前から本人を支えてきた地域の関係
者や相談支援機関を繋ぎ、「後見人を含めたチームの再編成支援」をコーディネートします。
ここでは、本人の意思を尊重した支援方針を共有できる体制を整え、チーム全体で本人らしい生活を支える基盤を作ります。

② 地域連携ネットワークによる日常的な見守りと専門的バックアップ
日々のモニタリングや日常的な生活支援は、中核機関がすべてを直接担うのではなく、地域の相談支援機関（地域包括、社協等）や関係者が
中心となって行います。
中核機関はコーディネーターとして、これらの機関からの「相談対応や調整」を行い、必要に応じて司法・福祉の専門職から「専門的な助言・バック
アップ」を受けられる環境を整えます。これにより、後見人や福祉現場が孤立することなく、地域全体で権利擁護を支える体制を構築します。

③ モニタリング・バックアップの検討と専門的判断
「モニタリング・バックアップの検討・専門的判断」は、支援チームの自立状況や支援の適切性を客観的に確認する重要なプロセスです。
中核機関は、定期的なモニタリング体制を通じて情報を収集し、関係者との合議により以下の検討を行えるように調整します。

支援内容の適切性 ：本人の意欲や意向等の変化に応じた、後見事務方針の見直し。
類型変更や後見終了の検討：本人の判断能力の回復や環境変化に伴う、類型変更や後見終了の可能性の検討。
後見人の交代・追加： 信頼関係の構築状況や不正の有無に応じた、家庭裁判所への情報共有や新しい候補者の推薦。

このように、中核機関が多様な関係者の連携を調整することで、本人がメリットを実感できる制度利用を継続的に支えていきます。
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後見人等が加わった支援チームが、申立て後に
支援方針や役割を共有できる体制V

家庭裁判所への申立てが行われた後、新たに加わる後見人等と、これまで本人を支え
てきた福祉・医療の関係者が一堂に会し、支援の方針やそれぞれの役割を再確認・共
有する体制です。

取組ポイント
① 本人の「意思」のバトンパス
関係機関が把握してきた本人の価値観や意向、生活上のこだわり

等を後見人等と共有し、意思決定支援の継続性を担保する。

② 役割分担の明確化
後見人等が担う事務と、ケアマネジャーや福祉サービス等が担う
支援の境界線を整理し、本人を多層的に支える準備を整えます

体制整備不備によるリスク 目指す姿

共有体制が不十分な場合、後見人等が本人のこれ
までの生活背景や意向を知らないまま事務を開始す
ることになり、画一的・事務的な対応に陥る恐れがあ
ります。
また、福祉現場と後見人等の間で情報共有がなされ
ないと、支援方針の食い違いが生じ、本人が混乱した
り、適切なサービス利用が妨げられたりするリスクが生
じます。

後見人等が選任された直後から、支援チームと密接に
連携し、本人の意向と支援方針を共有したうえで、迷い
なく本人のための活動を開始できている状態です。
関係者全員が「本人が望む暮らし」という共通のゴール
に向かって、それぞれの専門性を活かしながら役割を果
たしており、本人が「チーム全体に守られている」と実感で
きる体制が理想です。

国研修の演習シートを参照・活用して
課題整理と検討をしてみよう！

https://www.mhlw.go.jp/
content/000503061.pdf

今すぐできる！

方針齟齬発生 迷わず始動
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後見人等が加わった支援チームが、申立て後に
支援方針や役割を共有できる体制V 試してみよう！

成年後見制度利用促進支援機能検討委員会「地域における成年後見制度利用促進に向けた実務のための手引き」（公益社団法人 日本社会福祉士会）p.34-35 より引用



～受任直後の「チーム再構築会議」による役割分担の明確化～

• 後見人の選任後、中核機関が招集して「新たな支援チームとしての顔合わせ会議」を開催
する。

• アセスメントシートを再活用し、後見人と既存支援者の間での情報の引き継ぎと役割分担の
確認を行っている。

• 事前にチームで顔を合わせる機会を設けるのは、後見人等が選任された直後に既存の支援
者が「これからは後見人に任せればよい」と関わりを弱めてしまい、結果として後見人が孤立
する事態を防ぐためである。

取組内容

• 「選任がゴールではない」という共通認識をチーム全員で持つことで、後見人が地域チームの一
員としてスムーズに活動を開始できる土台を作っている。

• 支援チームが機能することが、本人が住み慣れた地域で安心して生活を継続できる基盤ともい
える。

ポイント

支
援
チ
ー
ム
の
開
始
支
援

XWV

該当する体制静岡県 島田市
島田市成年後見支援センター
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制度利用開始時に、支援チームのモニタリング
時期を設定できる体制W

制度の利用が始まった直後の不安定な時期に、本人を支えるチームが「いつ・誰が・何を」確認するかというモニタリングのス
ケジュールをあらかじめ定める体制です。

取組ポイント
① 進捗管理のためのスケジュール設定
後見人等、本人の関係者、中核機関などの支援チームが集まる時

期を設定し、課題解決に向けた進捗を確認できるようにする。

② 初期の「ズレ」を修正する仕組み
後見人等が加わった新しい支援体制が、本人の意向や生活実態に
即しているかを早期に確認して、調整できる体制を整える。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

モニタリングの時期が設定されていない場合、制度利
用開始後に生じた「本人の違和感」や「支援者間の
役割の不一致」が放置されるリスクがあります。
その結果、後見人等が孤立して事務的な対応に終
始したり、逆に福祉現場の地域資源と連携が取れず
に本人の生活環境が悪化したりするなど、権利擁護
の質が低下し、重大なトラブルに発展するまで気づか
れない恐れがあります。

制度利用開始の段階で、「振り返りの場」が設定されて
おり、関係者が安心してそれぞれの役割を果たせている
状態です。
定期的なモニタリングを通じて、本人の心身の状況や意
向の変化をチーム全体で捉え、常に「今の本人」に最適
な支援へとアップデートし続けられる体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

重大化見逃し 支援を最適化

～明確な３つの判断基準に基づく組織的モニタリング（バックアップ）～

• 令和５年度より、①新人専門職が受任した場合、②業務の難易度が高い場合、③複合
的課題がありチーム体制が不十分な場合、という明確な３基準に基づき、受任後のモニタリ
ングを開始した。

• 上記の場合に該当するケースについては、後見人等が選任された後に定期的な状況の確
認を行い、必要に応じて「権利擁護支援会議（ケース会議）」を招集して、支援方針の再
調整や関係修復を行うこととしている。

取組内容

• 全ケースを網羅するのではなく、優先順位をつけて介入することで、限られた人員での実効性を
確保している。

• トラブルが「苦情」として表面化する前に、中核機関が自然な形でアプローチすることで、後見人
等の辞任や選任の交代といった深刻な事態に至る前の改善を可能にしている。

ポイント
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支
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援

XWV

該当する体制宮崎県 延岡市・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町
延岡・西臼杵権利擁護センター
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制度利用開始時に、支援チームのバックアップ支
援の要否を検討できる体制X

後見人等が選任され、支援チームが本格的に動き出す際、困難に直面したときに備え、専門的な助言や具体的な手助
けが必要かどうかをあらかじめ検討しておく体制です。

取組ポイント
① 後方支援（バックアップ）の準備
法的トラブルや親族間の葛藤、本人の急激な状態変化等に一人で
立ち向かわなくて済むよう、中核機関や専門職団体等による後方
支援を準備する。

② 支援の方向性の調整
バックアップ体制が明確であることで、後見人等や支援チームが
過度な心理的負担を感じずに「本人本位の支援」に集中できる土
台をつくる。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

バックアップ体制が未整備のまま制度利用が始まると、
困難発生時に後見人等や支援チームが孤立し、課題
を抱え込む恐れがあります。
その結果、燃え尽き（バーンアウト）や判断ミス、不適
切な事務につながり、本人の権利利益を損なうリスクが
生じます。また、担い手の疲弊は地域の権利擁護支援
の担い手の持続可能性を脅かします。

支援チームが「困ったときはここに頼める」という明確な後
ろ盾（バックアップ）を認識しており、安心して日々の
活動にあたれている状態です。
中核機関がチームの状況を継続的に見守り、必要に応
じて迅速に専門的な担い手の協力が得られる体制が
整っており、その結果、困難事例であっても本人の尊厳
を守る支援が途切れず継続されていることが理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

孤立抱え込み 後ろ盾が見える

～中核職員による「チームの一員」としての継続的な伴走支援～

• 後見人等選任後も、中核職員が地域包括支援センターや社協職員としての立場で、支援
チームの一員としてモニタリングや同行訪問を継続している。

• このような事前の顔合わせは、後見人等が就任した途端に既存の支援者が「後は任せた」と
関与を引いてしまい、後見人が支援体制の中で孤立することを防ぐために行われる。

取組内容

• 中核機関が状況に応じて、同じチームの「メンバー」として居続けることで、状況の早期把握、早
期介入、後見人等が些細なことでも相談しやすい環境を確保している。

ポイント

和歌山県 白浜町
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該当する体制



後見人等や関係者が支援に関する相談や助言を
受けられる体制Y

後見人等および福祉・医療の現場スタッフが、日々の支援の中で直面する判断の迷いや困難に対し、守秘や本人同意に
配慮しつつ、専門的な知見を持つ機関からタイムリーに相談・助言を受けられる体制です。

取組ポイント
① 専門家によるバックアップ
法律的な解釈、複雑な身上保護の判断（居所・サービス選択等）、
医療場面での意思決定支援の進め方などについて、中核機関や専
門職団体等から具体的なアドバイスを得られるようにする。

② 心理的負担の軽減
後見人等が、悩みを打ち明け、共に解決策を考える「伴走者」が
いることを実感できる環境を整え、孤立や抱え込みを防ぐ。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

相談・助言を受けられる仕組みがない場合、後見人
等が判断を抱え込み、本人意思の反映が不十分な
決定や、逆に必要な保護を躊躇するなど、不適切な
対応につながる恐れがあります。
また、支援者が過度な重圧を感じて疲弊し、地域の
権利擁護支援の担い手が失われるリスクが生じます。

「困ったとき、迷ったときに、すぐに繋がれる窓口がある」と
いう安心感が地域に浸透している状態です。
中核機関が調整役となり、相談内容に応じて多職種
（弁護士、司法書士、社会福祉士等）へつなぎなが
ら、後見人等や関係機関と共に「本人にとっての最善」
を模索し続けられる体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

判断抱え込み 多職種につなぐ
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～司法・専門職団体と連携した「苦情・不正防止」フローの確立～

• 市協議会に「利用促進・不正防止部会」を設置し、家庭裁判所をオブザーバーとして招き、
後見人等に対する不満や疑義を中立的に受け止めるフローを構築している。

• 中核機関が相談を整理し、必要に応じて専門職団体や家庭裁判所へつなぐ調整機能を
果たしている。

• 後見人等の裁量権に対する法的介入権限が中核機関にない中で、放置すれば重大な権
利侵害になりかねない「小さな不満や困りごと、相談」を早期に吸い上げ、組織的に相談、
調整ルートに乗せることを目的としている。

取組内容

• 「権限がないからできない」と諦めるのではなく、司法や各職能団体と「共通理解」を事前に構
築することで、法的権限を「関係性の力」で補完している点ことを重視している。

ポイント

支
援
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始
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援

YX

該当する体制よこはま成年後見推進センター
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支援チームの自立状況を定期的に確認し、支援
の終結や再支援を判断できる体制Z

制度利用後、後見人等と本人の関係者が「支援チーム」として機能し続けるため、定期的に情報を共有し、支援状況を
確認して方向性を調整する体制です。（必要に応じて臨時に集まり、課題に対応します）

取組ポイント
① 情報の共有体制
定期的な会議やICT等により、支援の状況・リスク・対応方針を

共有し、決定事項と役割分担を簡易に記録して次回確認します。

② 支援の方向性の調整
本人の意向の反映状況、生活課題の変化、虐待・消費者被害等の
リスク、役割分担の適否を点検し、必要に応じて支援の方向性を
調整します。

体制整備不備によるリスク 目指す姿

定期的に情報を共有できる体制がない場合、後見
人等と地域の関係者の間で情報の断絶が生じます。
その結果、「本人の思い」や状況・課題の変化に後見
人等が気づけない恐れがあります。
また、関係者間の役割分担が曖昧になり、うまく機能
せず、終わりの見えない支援が続いていくリスクが地域
に生じます。

後見人等を含む関係者が、定期的な会議やICT等を
通じて「顔の見える」連携を継続できている状態です。
支援チームが持つ情報を確認し、支援の方向性を調整
することで、課題解決の進捗や支援チームの自立状況
を把握できます。それにより、中核機関や専門職の関わ
りの必要性を検討し、支援の終結や再支援を判断でき
る体制が理想です。

参考になる実践事例を紹介しています。
「もし自分たちの地域なら？」の
視点で見てみましょう。

今すぐできる！

終わりの見えない支援 進捗が見える
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～ICTツール「かすがいねっと連絡帳」を活用したリアルタイム・モニタリング～

• 権利擁護支援チームのモニタリングが必要となる局面において、中核機関がこの記録をもとに中
立的な立場で事実確認や調整に入り、支援チームのマネジメントを行っている。

ポイント

春日井市高齢者・障がい者権利擁護センター

• 市独自のICT情報共有ツールを権利擁護支援に転用し、後見人等や支援チームが日々の
変化や支援方針をリアルタイムで共有できる仕組みを構築している。

取組内容

• 「かすがいねっと連絡帳」は、在宅医療・介護
連携推進事業で用いている、各相談支援機
関が持っている本人の状態、支援方針、変化
等を共有できるツールである。

• 多職種が関わるケースにおいて、情報の透明
性を高めることで、個々の事業所がリスクを負
い過ぎないようにしている。
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メモ
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Plan 計画 Do 取組

Check 点検Act 改善
中核機関

図：「共通認識の形成」と「取組の明確化」のためのPDCAサイクル
振り返りの結果を共有することで改善に向けた共通認識がつくれます。

今すぐできる♪

取組ポイントで得たヒントを、振り返りツールに
落とし込んでみましょう。

取組ポイント集の活用ステップ③ （取り組むことを明確にする）



振り返りツール（KPT）の記入ポイント
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「KPT」は、振り返りをK（Keep）・P（Problem）・T（Try） の3つの視点で整理する枠組みです。

まず、Ｋ(Keep)を考える ※ P(Problem)から始めない

振り返りが前向きになり、共通理解も得られやすくなります

次に、P(Problem)を考える Kを確認した上で整理することで、課題を冷静に具体的に捉えやすくなります

最後に、KとPを踏まえてT(Try)を考える 次の行動や体制整備につながります

③ Try（挑戦すること・取り組むこと）① Keep（続けていくこと）

② Problem（課題・問題点）

①から③
に転換

②から③
に転換

体制整備できていることは何か
今後も継続すべき点は何か
取り組んで良かったことは何か
うまくできたことは何か
順調に取り組めていることは何か 等

体制整備が遅れていることは何か
取組の中でつまずいていることは何か

うまくできていないことは何か
負担や難しさがあることは何か
まだ不十分だと思うことは何か 等

体制を整備したいことは何か
より良くしたいことは何か
目指したい状況・姿は何か
検討する必要があることは何か
強化していきたいことは何か
試してみたいことは何か
まず改善してみたいことは何か 等

KPTで振り返るときの進め方（ポイント）

※すべてを書く必要はありません
※複数名で作成すると、それぞれの立場や経験に

基づく視点が集まり、検討内容をより丁寧に整
理できます

※関係者それぞれの視点を持ち寄ることで、より
実態に即した振り返りになります

例：市町村と中核機関の両者がそれぞれで振り返
りを実施して、持ち寄って検討することも有効です

成年後見制度利用促進体制整備研修「応用研修」「市町村計画の見直し」資料より引用・修正

セルフチェック結果の振り返りツール
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③ 挑戦すること・取り組むこと① 続けていくこと

② 課題・問題点

成年後見制度利用促進体制整備研修「応用研修」「市町村計画の見直し」資料より引用・修正
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成年後見制度利用促進体制整備研修「応用研修」「市町村計画の見直し」資料より引用・修正

メモ
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Plan 計画 Do 取組

Check 点検Act 改善
中核機関

図：「共通認識の形成」と「取組の明確化」のためのPDCAサイクル
事業報告・計画に反映して共通認識をそろえPDCAを回して機能強化

今すぐできる♪

振り返りツール(KPT)の結果を事業報告書式（例）
に落とし込んでみましょう

取組ポイント集の活用ステップ④ （事業報告反映でPDCAへ）



中核機関の事業報告書式（例）
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成年後見制度の利用促進を目的とした市町村計画策定支援のための調査研究事業検討委員会「市町村成年後見制度利用促進基本計画策定の手引き」（一般財団法人日本総合研究所）pp54-55 参考に作成

［ ］年度の方針案［ ］年度 中核機関 事業実施状況

期待される効果今後の取組方針課題・問題点効果取組の実施状況
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中核機関の事業報告書式（例）の記入ヒント
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［ ］年度の方針案［ ］年度 中核機関 事業実施状況

期待される効果今後の取組方針課題・問題点効果取組の実施状況

相
談
支
援
機
能

中
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る
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形
成
支
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機
能
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支
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能

記入のヒント

①まずは、
該当する
記号「A～Z」
だけを記入し
てみましょう。

②その後、
取組ポイント
集を見ながら、
現在実施して
いる内容を書
き加えましょう。

振り返りツール
の「Keep
続けていくこと」
を書き出してみ
ましょう。

続けていく取
組が、成果や
効果につながっ
ています。

振り返りツール
の「Problem
課題・問題
点」を書き出し
てみましょう。

振り返りツール
の「Try 挑戦
すること、取り
組んでいくこと」
を書き出しま
しょう。

それが次の一
歩を踏み出す
ための取組方
針になります。

取組ポイント
集の「目指す
姿」から目標の
イメージを膨ら
ませてみましょ
う。
そうすることで、
得られる成果
や効果がより
書きやすくなり
ます。

成年後見制度の利用促進を目的とした市町村計画策定支援のための調査研究事業検討委員会「市町村成年後見制度利用促進基本計画策定の手引き」（一般財団法人日本総合研究所）pp54-55 参考に作成



困った時の相談窓口 「Ｋ-ねっと」の活用
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市町村・中核機関・都道府県

● アドバイザー
・日本弁護士連合会
・成年後見センター・リーガルサポート
・日本社会福祉士会
・自治体職員
・中核機関職員 等

● 専門相談員

Ｋ-ねっと（全社協）

厚生労働省
成年後見制度利用促進室

連携

①相談 ②助言

○ 市町村、中核機関、都道府県等における相談体制の強化を図るため、体制整備や

個別事案の相談窓口（愛称：Ｋ-ねっと）を全国社会福祉協議会に設置しています。

○ 専用ダイヤル及び専用メールアドレスを設け、専門職団体（日本弁護士連合会、成年後見

センター・リーガルサポート、日本社会福祉士会）や自治体職員などのアドバイザー、専門

相談員（成年後見制度や権利擁護支援の相談対応歴の豊富な社会福祉士）の助言を受けな

がら、相談に応じています。

Ｋ-ねっと
（権利擁護支援体制全国ネット）

03-3580-1755
k-net@shakyo.or.jp

体制整備や個別事案で
悩んだときは、
まずは
相談してみませんか？


